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概要

磁気リコネクションは反平行磁場同士がプラズマと共に接近することで、電流の発生と共に磁力

線が再結合する現象である。この現象は蓄えられた磁気エネルギーを抵抗散逸よりも素早く解放す

る素過程でもあることが観測結果等から知られており、この現象への理解のため数多くのシミュレー

ション研究が行われてきた。抵抗性磁気流体モデルを用いた数値シミュレーションではリコネクショ

ンの時間スケールは観測結果に比べて桁違いに遅く、リコネクションを高速化する機構が必要とされ

た。その候補として、微視的不安定性に起因する異常抵抗が無衝突プラズマ中での磁気リコネクショ

ンの高速化に重要な役割を果たし得ることが指摘されている。しかし、リコネクションにともなって

微視的不安定性がどのようにして励起されるかまだ結論は得られていない。

本研究では、特に強い背景磁場がある場合に関して、磁気リコネクションの発展とそれに関わる微

視的不安定性の自発的励起について数値シミュレーションを中心に解析を行った。

まず、ジャイロ運動論モデルを用いて強い背景磁場下での無衝突磁気リコネクションの数値シミュ

レーションを実施した。従来のモデルを全分布関数を扱えるように拡張し、より高速な電子ビーム

形成を可能にした。これを用いて磁気リコネクション中の電磁場及び分布関数構造の解析を行った。

リコネクション点上に生成される沿磁力線電場が速度空間構造を保ちつつ電子を加速し、Alfvén速

度を超える電子ビームの発達過程を明らかにした。さらに方程式系の持つパリティ対称性に着目し、

ビームの加速量がリコネクションした磁束量によって決定されることを解析的に導出した。

次に、この電子ビームによって駆動される微視的不安定性に着目し、リコネクション点近傍を一様

場と局所近似することで分散関係式を用いた不安定性解析を行った。その結果、電子ビームがAlfvén

速度を超えるとイオンジャイロ半径程度の波長をもつ運動論的Alfvén 波 (KAW) が励起されうるこ

とを示した。

さらに、背景磁場方向の電子ビームの局在性を考慮した非一様ビーム場における不安定性解析を

初期値解析により実施し、一様場と同様にイオンジャイロ半径程度の波長でKAWが成長することを

示した。KAWは電子ビームに垂直な平面上を伝播する波数成分によりふるまいを変化させる。ビー

ム構造を横切る波数のみを持つ場合、KAWは波束の形を保ちつつビームを横切るように伝播し、そ

の位置のビーム速度によって成長率が振動的に変化する。この場合時間平均成長率は平均ビーム速度

によって決定されることが明らかになった。また、ビーム構造に平行な波数が小さい場合、磁気シア
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効果によって安定化に働くことがわかった。さらに、ビーム幅がイオンジャイロ半径程度まで局在す

ると、テアリング型の不安定性が励起されることを確認した。

以上の一連の研究により、強い背景磁場下での無衝突磁気リコネクションにおける基礎過程、すな

わち分布関数構造形成と対称性の関連、ならびに磁気リコネクション電場により加速される電子ビー

ム生成過程を明らかにし、運動論的Alfvén 波の自発的励起の可能性を検討した。
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1 はじめに

1 はじめに

1.1 研究背景と目的

磁気リコネクションとは互いに反平行の磁場がプラズマと共に接近し、短時間のうちに散逸領域

と呼ばれる局所領域で電流の発生とともに磁場がつなぎ変わる現象のことである [1][2]。この際、蓄

えられた磁気エネルギーがプラズマの運動エネルギーへと変換される物理過程でもある。この物理

現象は主に太陽コロナ、核融合装置内部、磁気圏周辺で観測されており、様々なエネルギー開放現象

と関わりがあると言われている [3]。

磁気リコネクションへの理解を深めるために数々の物理モデルを通してシミュレーション研究が

実施される一方で、人工衛星による観測や実験装置による調査も行われてきた。太陽の表面温度が

6000Kに対して、その上空に存在する高温プラズマであるコロナの温度は 100万Kにまで達してい

る。ゆえに図 (1.1)のようなコロナ放出現象とともに、コロナ加熱をもたらす機構が存在しており、

その候補として磁気リコネクションが挙げられている [4][5]。地球極域においては宇宙から飛来する

荷電粒子が大気と衝突することでオーロラが形成される。オーロラの発達はサブストームと呼ばれ

る準周期的な磁気圏擾乱現象と関連しており、そこでは図 (1.2)のように磁気境界面や磁気圏尾部で

発生する磁気リコネクションが重要な役割を果たしていると言われている。核融合装置においては電

子温度が準周期的にピークと急激な低下を繰り返す”sawtooth crash”と呼ばれる現象が観測されてい

るが、この現象も磁気リコネクションの典型例である [8][9]。そこでは中心電流分布の増大とともに

MHD不安定性が励起され、これに伴って磁気リコネクションが誘発されると考えられている。

磁気リコネクションでは、磁場のトポロジー変化を可能とする散逸効果が重要であり、磁気リコネ

クションのスピードを決定する。この散逸効果はプラズマを一つの流体としてみる磁気流体モデル

（magnetohydrodynamics:MHD）においてはオームの法則

E + v ×B = ηJ (1.1)

に現れ磁気拡散を担っている。ここで、Eは電場、Bは磁場、vは流体速度、ηは磁気拡散率または

電気抵抗率を表す。しかし、衝突効果が小さい宇宙空間での磁気リコネクションのタイムスケールを

観測とMHDモデルとで比較すると、しばしば後者の方が異常に長くなり観測される現象の時間ス
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1 はじめに 1.1 研究背景と目的

図 1.1 衛星”ひので”により観測された太陽コロナ放出現象のスナップショット [6]。

ケールを説明できない。そのため、無衝突プラズマ中においては、衝突散逸効果の代わりとして、プ

ラズマを電子とイオンの二種類の流体とした時に現れる 2流体効果やプラズマ粒子の運動を記述した

時に見える運動論的効果を含めたモデルが考案され、またそれらの効果が磁場の散逸に大きく影響

することが指摘されている [10]。

一方、磁場の散逸を引き起こす異常抵抗と呼ばれる効果が高速な磁気リコネクションにおいて重

要な役割を果たしていることが従来から指摘されている。異常抵抗とは、2流体効果や運動論効果に

よる微視的なスケールで発生する不安定性によって、リコネクション電流が妨げられ、あたかも抵抗

を受けているように見える効果のことである。高速リコネクションを支える異常抵抗を引き起こす微

視的不安定性には様々な候補があり、シミュレーションや固有値解析によって磁気リコネクションに

対する影響が評価されてきた。しかしながら、これらの多くは不安定性が励起され得る条件設定のも

とで調査がなされており、磁気リコネクションの発達と共にどのようにしてこの条件が満たされるの

か、という点に関しては不明瞭である。

本研究では、まず無衝突磁気リコネクションにおける電磁場と電子分布関数構造について粒子運

動論効果を取り入れたシミュレーションを用いて詳細に調べる。さらに、支配方程式系の対称性を議

論することで分布関数構造を解析的に導出し、これらにより磁気リコネクションに伴う電子ビームの
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1 はじめに 1.2 本論文の概要及び構成

図 1.2 地球磁気圏周辺での磁気リコネクションとプラズマの形成流の概観図 [7]

自発的形成過程を議論する。次に磁気リコネクション中に形成される電子ビームが駆動する微視的不

安定性の解析を行う。特に運動論的アルヴェン波 (kinetic Alfvén wave: KAW)に着目し、一様ビー

ムに対する固有値解析、非一様場での不安定性の初期値解析を行い、磁気リコネクション領域中での

微視的不安定性について議論する。

1.2 本論文の概要及び構成

本論文では、強い背景磁場下での無衝突磁気リコネクションにおける電子ビームの形成と微視的

不安定性の自発的励起をシミュレーションと固有値解析により調べる。以下に本論文の構成を示す。
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1 はじめに 1.2 本論文の概要及び構成

第 2章では、磁気リコネクションの基本的性質と磁場の散逸機構について、これまでの研究の概略

をまとめる。まず、磁気リコネクションの散逸機構とタイムスケールとの関係について説明し、次に

無衝突プラズマにおける、2流体効果や運動論効果、微視的不安定性が磁気リコネクション過程に大

きく影響することを述べる。加えて、本研究で扱う磁気リコネクションのシミュレーションに用いら

れるモデル方程式（Vlasov方程式、MHD方程式、ジャイロ運動論的方程式）についてまとめる。

第 3章では、全分布関数を扱うジャイロ運動論に基づいたシミュレーションモデルを用いて、強い

背景磁場下の無衝突磁気リコネクションの電磁場構造と分布関数構造の時間変化を調べる。この結果

から電子ビームがリコネクション電場により自発的に形成されることを示す。

第 4章では、シミュレーションモデルの方程式及び初期条件について、リコネクション点 (X点)に

関するパリティ対称性及び xyp∥空間の対称性が保存されることを座標変換を用いて証明する。また、

X点における分布関数構造を解析的に導出し、形成される電子ビーム速度と磁場の再結合量との関係

性を導出する。パリティ対称性については他のモデル (Vlaovモデル及びMHDモデル)が持つ対称性

についても考察し、ジャイロ運動論との比較を示す。

第 5章では、第 3章及び第４章で示したX点での電子ビーム形成の結果をもとに、強い背景磁場

とビーム成分がある一様プラズマ中での分散関係式を導出し、固有値解析から不安定性の性質を定

量的に検証する。この解析からビーム不安定性によりKAWが励起される可能性を示す。

第 6章では、初期値解析を行いビーム不安定性に対する非一様場の影響を調べる。摂動がリコネク

ション磁場方向に一様な場合と有限波数を持つ場合に分けて、それぞれエネルギーの成長、実周波

数、成長率、擾乱の xy平面構造などを詳細に調べる。

第 7章で本研究のまとめを行う。
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2 無衝突磁気リコネクションとシミュレーション研究

2 無衝突磁気リコネクションとシミュレーション研究

本章では過去に調べられてきた磁気リコネクションと微視的不安定性の関係と、シミュレーション

で用いられる理論モデルについて解説する。まず 2.1節で磁気リコネクションの散逸機構の基本的性

質とリコネクションへの寄与、それに伴う電磁場構造の特徴と背景磁場によるリコネクションへの影

響について先行研究で明らかにされた概略を説明し、また種々の微視的不安定性とリコネクションへ

の影響について述べる。2.2節でVlasovモデル、MHDモデルとジャイロ運動論モデルについて、方

程式の導出ならびに対象とする物理スケールや制約などを述べる。

2.1 磁気リコネクション

2.1.1 抵抗性磁気リコネクション

磁気リコネクションは、図 (2.1)のように局所的な現象であるにもかかわらず、全体の磁場配位を

大きく変える特徴的な性質を持っている。散逸領域外においては、プラズマは理想磁気流体 (理想

MHD)におけるOhm則

E + v ×B = 0,

を満たしており、プラズマは磁場に凍結されている。ここで、Eは電場、vは流体速度、Bは磁場を

表す。しかし、散逸領域内においてはこの凍結条件が破れ、一般化オーム則、

E + v ×B = ηJ +
1

µ0ne
J ×B − 1

ne
∇ · Pe −

m

ne2
∂tJ , (2.1)

に従う形で磁場の散逸が発生し得る。ここで nは数密度、eは電荷、mは質量を表す。右辺は非理想

MHD効果と呼ばれ、第一項が衝突散逸効果、第二項がHall効果、第三項が圧力勾配、第四項が電子

慣性項を表している。MHDモデルの場合、MHDの前提条件から衝突散逸が支配的となる。

磁気リコネクションという物理現象が考えられたのは太陽フレアの爆発的なエネルギー解放現象

の観測が発端である。黒点周辺では数 kGの磁場が存在し、磁気エネルギーが蓄えられている。その

周辺で太陽フレアが発生する [4]。通常の抵抗散逸ではこのエネルギーが散逸するまでに膨大な時間

がかかることが見積もられており、別のエネルギー変換機構が求められていた。
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2 無衝突磁気リコネクションとシミュレーション研究 2.1 磁気リコネクション

図 2.1 磁気リコネクションモデルの概略図

この変換機構を説明するためにSweet-Parker (SP)の磁気リコネクションモデルが考案された [11][12]。

これは 2次元定常MHDモデルであり、図 (2.2)がその概略図である。このモデルは非圧縮プラズマ

中に 2次元の細長い長方形型の抵抗性電流シートを仮定しており、衝突抵抗によって磁場が散逸され

る。このように磁気リコネクションの散逸機構を衝突抵抗で行うものはしばしば衝突性リコネクショ

ンと呼ばれている。ここから計算される磁気リコネクションのタイムスケール TSP は付録Aが示す

ように、TSP ∝
√
SL/VAで表される [3]。通常の抵抗散逸による磁場拡散のタイムスケール Tdiff は

Tdiff ∝ SL/VAで与えられており、太陽コロナにおける Lundquist数 S ∼ 1012を用いると、TSP は

後者 Tdiff よりもかなり小さくなるものの、見積もられる値は TMR ∼ 107秒であり、観測結果 103秒

を大きく上回ってしまう。そこでこの観測結果とのギャップを埋めるべく SPモデルの改良がなされ

るようになり、図 (2.3)の Petschekモデルが考案された [14]。

Petschekモデルは SPモデルと異なり、磁場構造がX字型になり、リコネクション層と散逸領域を
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2 無衝突磁気リコネクションとシミュレーション研究 2.1 磁気リコネクション

図 2.2 磁気リコネクションモデルの概略図 [13]。x方向に反平行の磁場が存在し、x方向に長さ 2L、z方向に厚さ 2δの
リコネクション層があり、その中で y方向にリコネクション電流が発生していると想定している。また、±z方
向からプラズマ流が速さ vz でリコネクション層に流れ込み ±x方向に速さ vx で流出している。

分けており、slow shockという衝撃波が導入されている。衝撃波同士が合体するとリコネクション率

が飛躍的に上昇する特徴も持っている。ただし、ここでは slow shockはあらかじめ仮定されており、

これにより散逸領域の長さを短くしている。Petschekモデルのリコネクション速度は次式で表され

ている。

vR(Petschek) = VA
π

8
lnS. (2.2)

これにより、観測結果と同等の時間スケールを実現し得ると期待される。異常抵抗モデルを用いた

MHDシミュレーションでは Petchek型のリコネクションが報告されているが、一様抵抗を用いた

MHDモデルでのシミュレーションでは、Y字型の電流シート構造が形成されることが知られている

[16]。

一方、Lundquist数 Sが大きいと、SPモデルのような細長い電流シートが形成されたとしても、そ

の形状は外部からの流れに不安定であり、内部の複数箇所でテアリング不安定性が現れ複数の電流

シートに分裂することが指摘されている。そこでは、inflowが強いところには再結合点であるX点

が、弱い箇所には磁気島と呼ばれる磁力線が閉じたO字型の構造が内部に形成される [17]。このO

字型構造をプラズモイドと呼ぶ。プラズモイドは太陽コロナ、地球磁気圏尾部などでも観測されてお

8



2 無衝突磁気リコネクションとシミュレーション研究 2.1 磁気リコネクション

図 2.3 Petschekモデルの概略図 [15]。リコネクション層の外側を開き、中心部を散逸領域としている。slow shockはリ
コネクション層内部を伝搬する。

り、一度プラズモイド不安定性が発生すると、プラズモイド同士の合体を引き起こし、その際にリコ

ネクション率を増大することもMHDシミュレーションで指摘されている [19]。

2.1.2 無衝突磁気リコネクション

上記のように太陽コロナのタイムスケールと通常のMHD理論モデルとの差異が指摘される一方

で、地球磁気圏周辺の磁気リコネクションにおいてはMHDモデルを超えた取り扱いの必要性が観

測から指摘されている。そもそもプラズマには主にイオンと電子の 2種類の粒子が含まれているが、

MHDはそれらを一つの流体として扱っている。しかし、地球磁気圏の磁気リコネクション領域にお

いては、電子の流速とイオンの流速の相違、イオンの運動と磁場変動の相関の低下、ジャイロ半径と

同程度の厚さを持つ電流シート形成など、MHDモデルの前提が成り立たないという観測結果が示さ

れている [20]-[23]。このような観測結果との矛盾や前提条件の破綻を受けて、MHDモデルに電流と

磁場に起因するHall効果を加えた拡張MHDモデル、プラズマをイオンと電子の 2つの流体に分け

て考える 2流体モデル、粒子運動論的効果を含めた運動論モデルなどが考慮されるようになった。そ

して図 (2.4)の示すように、各モデルのリコネクション速度を比較することによって、無衝突プラズ

マ中においては、Hall効果がリコネクションを高速化させることが示され、地球磁気圏への応用も

9



2 無衝突磁気リコネクションとシミュレーション研究 2.1 磁気リコネクション

行われた [10]。無衝突で背景磁場の無い磁気リコネクションにおけるHall効果の重要性については

他のシミュレーション研究でも指摘されている。[24]-[28]。ただし、反平行磁気リコネクション中の

散逸領域での磁場の再結合点 (X点)においてはB = 0であり、X点上ではHall効果はない。ゆえに

Hall効果は直接磁場を散逸させるものではなく、慣性効果や圧力項が主に散逸機構に寄与している。

しかしながら、図 (2.4)において、各モデル毎に散逸機構は異なっているが、抵抗性MHD以外は再

結合量の時間発展の仕方はあまり変化しておらず、リコネクション速度に散逸機構は大きく依存して

いないことも指摘されている。

図 2.4 MHDモデル、Hall-MHDモデル、hybridモデル（イオンを運動論で、電子を流体で扱うモデル）,運動論モデ
ルでの磁束の再結合量の時間発展の図 [10]。

一方、無衝突磁気リコネクションと抵抗性磁気リコネクションでは、散逸機構だけではなく、散逸

領域の形状や特徴も異なる。成長率に関して、電子慣性効果が支配的な無衝突磁気リコネクション

は、非線形成長段階で成長率が上昇する傾向があることが数々の先行研究で示されている [29]-[32]。

図 (2.5)は抵抗性MHDモデルと 2流体モデルでのリコネクション領域を示したものである。磁束関

数及び、電流密度形状については、左右の図で異なっていることが確認できる。抵抗性モデルの方

は SPモデル形状に対して、2流体モデルはPetschek モデルに近いX字型構造を形成している [25]。

また、リコネクション領域内での電子とイオンの振る舞いは、2流体モデルにおいては大きく違う。
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図 (2.6)は 2流体モデルでのイオンと電子の粒子の動きを示している [26]。イオンは電流シート内で

磁化せず、電流シートに垂直に流入して直角に曲がり外側へ流出する一方で、磁化された電子は再

結合前の磁力線と結合後の境目であるセパラトリクスに沿う形で電流シートに侵入し、排出される。

この電子の動きによってHall効果の特徴である四重極磁場構造を作り出す。

図 2.5 MHDモデル（衝突リコネクション）（左）と無衝突リコネクション（右）の各電磁場構造。それぞれ上から磁束
関数、リコネクション電流、リコネクション電場を表している。

これらのHall効果及び 2流体効果の特徴は観測や実験においても観測されている。人工衛星 “PO-

LAR”による観測データでは、Hall MHDで見られた磁場の四重極構造及びMHDモデルに基づいた

E ×Bドリフト速度とは異なるイオンの流れが示されている [23]。また、実験装置 “MRX”の実験

においても、X点近傍ではイオンが非磁化されゆっくりと方向を変えて放出されるのに対し、電子は

セパラトリクスで急激にターンし、強い加速を受けていることが確認され、シミュレーションとよく

一致した結果を示している [33]。

運動論モデルを用いた磁気リコネクションの研究は粒子一つ一つの運動を計算するゆえに計算コ

ストの面から困難がある。そのため、複数のプラズマ粒子の塊である”超粒子”を扱う”PIC”と呼ばれ

る手法 [34]が広く用いられた。また、シミュレーション設定にて電子スケールがリコネクションのス
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図 2.6 2流体モデルでの磁気リコネクション内でのイオン（上図）と電子（下図）のふるまい [26]。矢印はその位置に
おける速度ベクトルである。

ケールよりも十分小さいとする近似を駆使していた。また電子とイオンのスケール比は質量比の平方

根に依存し、かなり大きい。この二つを運動論で同時に扱うことはマルチスケールでの計算を要求さ

れるため計算は大変困難である。このため電子の運動はイオンに比べて十分に小さく時間スケール

も短いので、電子のみ運動論的効果を無視して流体として扱う hybridモデルも考案されている [35]。

等方圧力を持つ 2流体モデルではその対称性から圧力勾配項は磁場の散逸にほぼ寄与しない。なぜ

なら、電子圧力テンソルPeはスカラー量として簡単化でき

∇ · Pe = ∇Pe

となる。ゆえにこの式に∇×を作用させると 0となり、誘導方程式には現れないので磁場の散逸に

12
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寄与しない。先述したように圧力テンソルでリコネクション電場に寄与するのは非等方成分であり、

それは次式で与えられる。

Ey = − 1

ne
(∂xPxy,e + ∂zPyz,e). (2.3)

すなわち、X点周辺での圧力非等方性がリコネクション電場をバランスさせる上で重要であることを

示している [20]。この非等方圧力成分の寄与を評価するためには運動論モデルの使用が必要である。

DungeyとSonnerupが電子圧力の非対角項であるジャイロ粘性について検証している [21][36]。Lyons

とPridmore-Brownは詳細な解析を行い、粒子のジャイロ運動の位相の非一様成分が与える圧力テン

ソルの発散がX点近傍のリコネクション電場の形成を支えていることを示した [37]。シミュレーショ

ン研究においては Caiが hybridモデルを使用し、この重要性を示した [38]。また。電子とイオンど

ちらも運動論モデルで扱う full-kintic モデルを用いた準定常磁気リコネクションシミュレーションに

おいては、リコネクション電場と電子のジャイロ位相の非一様成分から生じる圧力テンソルの発散が

釣り合っていることが示されている [39][40]。

また、背景磁場の一様磁場成分のない (これをガイド磁場と呼ぶ)磁気リコネクション中では散逸

領域内の磁場強度は小さく、それゆえに粒子はジャイロ運動をせず、電流シート内をさ迷うような動

きをする。この運動をmeandering運動と呼ぶが、これと非等方圧力テンソルとの関連性についても

言及されており [41]、数値シミュレーションによる調査も行われている [42]。

2.1.3 ガイド磁場の影響

ここまではガイド磁場がない純粋な反平行磁場での散逸機構を主に紹介してきた。以下では、ガイ

ド磁場BGがあるときに磁気リコネクションがどのように変化するのかをまとめる。

地球磁気圏において、磁気圏磁場と太陽風の磁場がリコネクションする際、太陽風磁場が南向きの

場合 (反平行磁場)の方が北向きの磁場（ガイド磁場有）よりも早くリコネクションが進むという観測

結果が得られている [43]。また、MRXでの実験においてもガイド磁場有りの散逸抵抗値は反平行磁

場の場合と比較して約 0.5倍であり、反平行磁場の場合のリコネクション速度の方がガイド磁場有り

の場合よりも早い傾向にある [44]。ただし無衝突プラズマに条件を近づけていくと、どちらの場合も

実効的な散逸値は上昇した。また反平行磁場の合体実験においても、磁場同士の角度 θによって、速
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度が変化することがわかっており、θ = πでリコネクション速度が最大値をとり、θ = π/2の場合に

近づくほど速度は低下する傾向にある [45]-[48]。さらにガイド磁場は電流シートの長さを増大させ、

形状もY字型から磁気島が発生するO字型へと形に変化させる [45][47]。またエネルギー変換に関す

るガイド磁場依存性についても調べられており、ガイド磁場が強くなるほど、エネルギー変換はガイ

ド磁場方向成分が支配的になることが示され、MRX及びMMSの結果と一致した [49]。

このようにガイド磁場があるとリコネクション速度は抑制される傾向にあるが、その理由の中でガ

イド磁場によってHall効果やmeandering運動が抑制されることが指摘されている。2流体効果と運

動論効果がガイド磁場によって受ける影響についても数々の先行研究が存在している。無衝突磁気リ

コネクションが受けるガイド磁場の影響の評価はPICシミュレーションを用いて行われており、四重

極の対角線上の二組のペアのうち一方のみの電流がピークするようになり、対称性が崩れる [50][51]。

実験装置”TS-3”の結果では、強いガイド磁場があれば電流シートが傾くという結果が得られており

[52][53]、これらは J ×Bによる電子の流れが電流シートを中心からずらしているのが原因と考えら

れる。また、これらの先行研究において電流シートの長さは延伸され、密度は減少している。

またガイド磁場の運動論効果への影響についてもいくつかのシミュレーション研究がなされてい

る [54]-[58]。ガイド磁場をBG、リコネクション磁場をBMRとすると、BG > 0.2BMRで電子散逸領

域内で電子が磁化する [57]。また、より強いガイド磁場があると、電子ジャイロ半径が小さくなり、

電子のリコネクション層が薄くなる。この領域においてはリコネクション電場との釣り合いのために

圧力の非ジャイロ位相成分が重要になるとの指摘がある [59]。リコネクション速度に関しては、ガイ

ド磁場がある場合、MHDモデルと同様に結果と一貫してリコネクション率は減少することが示され

ている。

2.1.4 散逸効果と微視的不安定性

2流体モデルはイオンと電子を分けて考えるので、それらの間には相対速度U = Ue −Uiが存在す

る。U がイオン音速Cs =
√

(Te + 3Ti)/miや熱速度 vts等ある閾値を超えると微視的な不安定性が励

起され、異常抵抗の発生が期待される。すなわちリコネクション層内部の微視的不安定性は、異常抵

抗による抵抗値の増大をもたらし、リコネクション率を増加させうる。一方、異常抵抗により電子が

磁力線を横切れるようになるため、電子の流れによるHall効果などに干渉してしまうことが指摘さ
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れている。実験観測においては、不安定性が現れている痕跡である磁気揺動が観測されている時は四

重極構造が現れないことが報告されている。

これまでに、理論的には様々な不安定性がリコネクションに与える影響の評価が行われてきた。以

下では、リコネクション中で励起される微視的不安定性とその波動の性質について説明し、先行研究

で明らかになったことをまとめる。

歴史的に見て詳しく調査されてきた不安定性は、低域混成ドリフト不安定性 (lower hybrid drift

instability:LHDI)である [61]。波長よりも弱い非一様分布、

B(x) = B(1− x

LB

)ez, n(x) = n(− x

Ln

), Te(x) = Te(1−
x

LT

)

を x方向に仮定し、イオンジャイロ半径 ρiを用いて、kyρi ≪ 1, ω/ky ≫ 1 の時、分散関係式が次式

で与えられる。

(ω − kyvE×B)

(
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ω2

)
= − 1

k2yρ
2
e

kyvδ (2.4)

ここで、
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(2.6)

であり、それぞれ低域混成周波数と非一様場内の一般化ドリフト速度を表す。ここで ωp,sは粒子種 s

のプラズマ振動数、ωc,sはサイクロトロン周波数を表し、ρeは電子ジャイロ半径である。LHDI不安

定性は、この非一様場でのドリフト波と低域混成波とのカップリングによって励起される。

LHDI不安定性が発見されたのち、1970年代から 80年代にこの不安定性の非線形発展について多

数のシミュレーション解析が実施された [62]-[65]。これらの研究により、反平行磁場の磁気リコネク

ションにおいて以下のことが明らかとなっている。まず静電的なLHDIは電流シートの端のみでしか

15



2 無衝突磁気リコネクションとシミュレーション研究 2.1 磁気リコネクション

励起されないので直接的に高速リコネクションの要因になり得ない。しかし、電磁的なLHDIモード

は成長率が小さいながらも中心で成長し、異常抵抗を引き起こす。しかしながら、ガイド磁場が強く

なるほど混成ドリフト波はリコネクション平面に対して斜めに伝搬するようになり、不安定性が安定

化されてしまう [67]。

Buneman不安定性は 2流体不安定性の一種であり、イオンと電子の相対速度が熱速度を超えると励

起される。先行研究においては、反平行磁場とともに初期からBunmean不安定性を含む場合につい

て電場構造及びガイド磁場方向の速度分布関数構造の解析が粒子シミュレーションによって行われた

[68]。X点上には熱速度を超えるビーム速度を設定したシミュレーションの結果、磁気リコネクショ

ンが進み、X点に電流構造が形成されている時、電場のガイド磁場方向成分構造から異常抵抗の特

徴的構造である電子ホールが形成されていることが示された。また、CheはBuneman不安定性が磁

気リコネクションに与える影響をより詳細に調べた。まず電子スケールの電流シート内でBuneman

不安定性が電磁場構造をどのように変化させるかを示した。これにより、電場の揺動成分が磁気エ

ネルギーを散逸させ、波との相互作用により”wavepocket”と呼ばれる非一様場を形成することが明

らかになった。また、Bunmean不安定性が励起されている磁気リコネクション中のシミュレーショ

ンを実施し、以下の事柄が示されている。1)電場の非一様性がリコネクション電場を成長させるこ

とでイオン散逸領域を拡張させる。2)X点近傍で電場揺動の非一様性によって磁場の再結合が電子ス

ケールで行われる。3)outflowによって、電場揺動がX点から流されることで電子散逸領域が拡大す

る。4)磁場エネルギーの約 40％が異常抵抗によって電子熱エネルギーに変換され、50％がリコネク

ション電場によって運動エネルギーへと変換される [69]。

一方、磁化プラズマ中で荷電粒子ビームにより駆動される不安定性の一つに運動論的 Alfvén波

(kinetic Alfvén waves:KAW)がある。これは分散性を持つAlfvén波の一種であり、KAWの存在は 2

流体モデルから導出できる。z方向に一様な磁場B0を考える。この時の線形化された 2流体モデル

の運動方程式は次式で与えられる [70]。

msn
∂u1,s

∂t
= nes(E1 + u1,s ×B0)−∇ · P1,s. (2.7)

(2.8)

ここで、下付き文字 1は摂動量を表す。磁場は z 方向に並進対称 (Bz1 = 0)と仮定する。この時、
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B0 ·B1 = 0となり、全磁場成分の形状を考えると磁場のシア (せん断)成分を持つ。z方向成分の運

動方程式及び連続の式は以下の通りであり、

msn
∂uz1,s
∂t

= nesEz1 − γsT∥,s
∂n1,s

∂z
, (2.9)

∂n1,s

∂t
+

∂

∂z
(nuz1,s) = 0. (2.10)

γsは断熱係数、T∥,sは平行方向の温度を表し、これらを連立させて分散関係式を導出すると次式が得

られる。

k2⊥
ω2 − k2zV

2
A

+
ω2
p,e

c2
1

ω2 − γek2zTe/me

+
ω2
p,i

c2
1

ω2 − γik2zTi/mi

= 0 (2.11)

ここで、z方向の位相速度をAlfvén速度程度 (ω/kz ∼ VA)と仮定する。その上で、vte ≫ V 2
A ≫ v2tiと

し、z方向の位相速度がイオン音波よりも十分速いとすると (ω2/k2z ≫ Te/mi)、左辺第 2項の ω2と

第 3項が無視できる。

k2⊥
ω2 − k2zV

2
A

−
ω2
p,e

c2
1

γek2zTe/me

= 0 (2.12)

これを ωについて整理すると、以下の簡略化された分散関係式が得られる。

ω2 = k2zV
2
A(1 + k2⊥ρ

2
s), (2.13)

ρ2s =
Te

miω2
c,i

.

関係式の中に k2⊥の項が含まれ、これが波の分散を表すのでKAWは分散性Alfvén波の一種である。

理想MHD方程式からは同種のシア波が得られるが、こちらの分散関係式は ω = kzVAであり k⊥に

依存しない。またこれは式 (2.13)で k⊥ρi → 0とした時と結果一致する。この k⊥依存性の有無は電

子慣性による電流 J ∝ ∂tEを無視するかしないかによって出現する。

KAWと磁気リコネクションの関連性については、これまでにもいくつか研究がなされている [71]。

17



2 無衝突磁気リコネクションとシミュレーション研究 2.2 磁気リコネクションを扱う理論モデル

KAWは磁気リコネクションの散逸領域形成やエネルギー輸送において重要であることが指摘されて

おり [72][73]、リコネクション層近傍でKAWが励起され、セパラトリクスに沿う形でエネルギーが

輸送される [74]。主に、X点から離れるとLandau減衰によってKAWは減衰する指摘がある [75]。ま

た、磁気リコネクションの outflow内でKAWの分散性が現れ、波動粒子相互作用に関連するデータ

も観測から得られている [76]。しかし、KAWが磁気リコネクションの中で微視的な不安定性によっ

て励起させるかどうかについては、これまであまり着目されていない。

また、従来の磁気リコネクションにおける異常抵抗のシミュレーション研究では、微視的不安定性

の励起条件を満たすように初期条件が設定される場合が多く、磁気リコネクション中でそれらの励起

条件が満たされる過程については不明瞭である。本研究では微視的不安定性を磁気リコネクションが

自発的に励起させる過程にも着目する。

2.2 磁気リコネクションを扱う理論モデル

本節では、磁気リコネクションのシミュレーション研究で用いる際のモデル方程式について、条件

や適用できるスケールに関してまとめる。

2.2.1 Vlasov方程式

Vlasov方程式は粒子の集団的振る舞いを記述するための運動論的方程式の一種である。実空間 3

次元、速度空間 3次元の位相空間上における分布関数 fを用いて、無衝突運動論的方程式は次式で与

えられている。

∂f

∂t
+ v · ∂f

∂x
+

∂

∂v
· (af) = 0 (2.14)

ここでaは加速度ベクトルを表す。このaについては運動の第一法則から具体的な形が得られる。今

回は電離している粒子を扱っており、ローレンツ力のみに着目すると、aは

a =
e

m
(E + v ×B)
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と記述できる。∂v · (E + v×B)　については、Eは vに依存しておらず、v×Bの項も成分毎に考

えると、∂vi(v ×B)i = ∂vi(vjBk − vkBj) = 0であるので、一般的な粒子種 sについてのVlasov方程

式は次式で与えられる [70]。

∂fs
∂t

+ v · ∂fs
∂x

+
e

m
(E + v ×B) · ∂fs

∂v
= 0 (2.15)

これが基本的なVlasov方程式である。ただし、ローレンツ力以外の力を考える場合は式の形は変

形されることがある。Vlasov方程式を解くにはE、Bの分布が必要であり、方程式系を閉じる必要

がある。電磁場の方程式は次式で与えられる。

∂tB = −∇×E,

1

c2
∂tE = ∇×B − µ0J ,

∇ ·B = 0, (2.16)

∇ ·E = ρ/ϵ0.

この時、ρは電荷密度、J は電流密度である。式 (2.16)の中の ρ, J については fsを用いて、

ρ =
∑
s

es

∫
d3vfs, (2.17)

J =
∑
s

esUs =
∑
s

es

∫
d3vvfs, (2.18)

で与えられる。これらの式を合わせることで、プラズマ粒子の振る舞いを自己無撞着に導ける。シ

ミュレーションの空間解像度や時間ステップ幅が十分であれば、マクロな流体スケール現象から電子

スケールの微細構造の描像まで非常に幅広い範囲の現象を扱える [77]。それゆえに、マルチスケール

現象である磁気リコネクションにおいてもこのモデルはよく用いられている [65][66][78]。しかしなが

ら、このモデルは広い範囲の現象を扱うゆえに、その中で一番小さく、短い物理現象に解像度を合わ
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せる必要がある。強ガイド磁場がある時の磁気リコネクションのシミュレーションにおいてはジャイ

ロ半径が極端に小さくなり、また 6次元位相空間を扱う関係から膨大な計算コストを強いられる。

ゆえに、シミュレーション研究においては粗視化あるいは近似を用いて変数を減らし、計算次元を

省略するなどを行い、図 2.7のように扱える範囲をある程度絞る代わりに計算コストを軽くして注目

する現象に対して適切な解像度を確保するべく、後述するMHDモデルやジャイロ運動論モデルが採

用されている。他には、複数のプラズマ粒子の塊を一つの “大粒子”として扱うPICシミュレーショ

ンもよく用いられている [49][79]。

図 2.7 時間スケールと長さスケールに対して各モデルの整合性が担保される範囲 [77]。

2.2.2 MHD方程式

序章でも述べたとおり、MHDはプラズマを一つの流体として扱っている。流体として扱うために

は、プラズマの粒子としての振る舞いを無視できなければならない。粒子としての代表的な運動の

一つがサイクロトロン周波数ωc,sで特徴づけられるジャイロ運動である。また 2流体効果の代表例と

してプラズマ振動数ωp,sで特徴付けられる静電波がある。ゆえにMHDで扱える現象の時間スケール

TMHDの条件はこの二つのタイムスケールよりも十分に長いことであり、

TMHD ≫ ω−1
p,s > ω−1

c,s
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で与えられる。また長さスケール LMHDについてもジャイロ半径、スキン長よりもずっと大きいこ

とが条件であり、こちらは

LMHD ≫ c

ωp,s

≫ ρs

で与えられる。また、磁気リコネクションにかかる時間は ω−1
c,i , ω

−1
p,e と比べて十分に長く、MHDで

扱う条件を十分に満たしており、長さについても散逸領域内の振る舞いを除けば、扱うスケールは

ρs, dsと比較して十分に長い。

MHDモデルの運動方程式はVlasov方程式の 1次モーメントを取ることで導出できる。ここで、速

度変数 vnをかけて
∫
dvを作用させることをn次モーメントを取ると言う。式 (2.15)の 0次、1次モー

メントを取った式は、それぞれ次式で与えられる。

∂

∂t

∫
d3v

[
∂fs
∂t

+ v · ∂fs
∂x

+
e

m
(E + v ×B) · ∂fs

∂v

]
= 0, (2.19)

∂

∂t

∫
d3vv

[
∂fs
∂t

+ v · ∂fs
∂x

+
e

m
(E + v ×B) · ∂fs

∂v

]
= 0. (2.20)

これらを粒子種 sの和を取り、それぞれ 0次、1次、2次のモーメント量である密度 ρ、流速U、圧力

PMHDで置き換えると連続の式、運動方程式が導出できる。ここで、n, U , PMHDは次式で与えれら

れる。

ρ =
∑
s

ms

∫
d3vfs, (2.21)

U =
1

n

∑
s

∫
d3vvfs, (2.22)

PMHD =
∑
s

∫
d3vms(v −U)(v −U)fs. (2.23)

散逸が無視できる時、理想MHDの連続の式、運動方程式は、次式で与えられる。
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∂ρ

∂t
+∇ · (ρU ) = 0, (2.24)

ρ
∂U

∂t
+ ρU · ∇U =

(∑
s

nses

)
E + J ×B −∇ · PMHD. (2.25)

ここで、J =
∑

s es
∫
d3vvfsである。また、式 (2.24)、(2.25)において、n次モーメント量の時間発

展を解くためには n+1次モーメント量の解が必要となっている。PMHDを解くために 2次モーメン

トをとっても、3次モーメントの項が現れてしまい、高次のモーメントを取るのみでは方程式は閉じ

ない。ゆえに、何らかの条件で高次のモーメント量を近似し、方程式系を閉じる必要がある。MHD

及び 2流体モデルにおいてこの問題は見られ、方程式を閉じる条件によく用いられるのは等温また

は断熱条件である。一例として圧力が等方的な場合で断熱である時、PMHDはスカラー量として扱

えて、

PMHD

ρ5/3
= const (2.26)

が成立する。

しかし、プラズマの振る舞いの長さスケールは、磁力線平行方向は長く、垂直方向は短い傾向にあ

る時が多い。特に強い磁場がある場合、波数空間では k∥ ≪ k⊥である状況が成り立つ。この条件を

用いて、2次元系でのMHD方程式はさらに簡単化が可能である。新たな変数 ϕ, ψを以下のように設

定する。

v = ez ×∇ϕ, (2.27)

Bez ×∇ψ +B∥ez. (2.28)

これらの変数を用いて、簡約化MHD方程式は次式で与えられる。

∂t(∇2ϕ) + [ϕ,∇2ϕ] + [∇2ψ, ψ] = 0, (2.29)

∂tψ + [∇2ϕ, ψ] = 0. (2.30)
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ここで、[f, g] は Poisson括弧を表しており、任意の関数 f , gを用いて、

[f, g] = ∂xf∂yg − ∂yf∂xg

である。

また、この簡約化MHDモデル方程式にHall効果と慣性項を加えた拡張モデルは次式で与えられ

る [80][81]。

∂t∇2ϕ+ [ϕ,∇2ϕ] + [∇2ψ, ψ] = 0, (2.31)

∂t(ψ − de∇2ψ) + [ϕ, ψ − de∇2ψ]− ρ2s[∇2ϕ, ψ] = 0, (2.32)

ここで、de = c/ωp,eである。

MHD方程式を使った磁気リコネクションの先行研究は古くから数多く存在する [11]-[16]。Vlasov

方程式は 6次元位相空間を扱うのに対してこちらは実空間 3次元 (簡約化MHDモデルは 2次元)のみ

であり、計算コストも小さく手軽である。しかしながらMHDまたは流体モデルでは運動論効果を含

めた散逸領域内の物理機構を詳しく調べることはできない。

2.2.3 ジャイロ運動論

強ガイド磁場 (BG)下で磁気リコネクションを考える時、荷電粒子は半径 ρsのジャイロ運動を行

う。運動論的シミュレーションにおいては、このジャイロ運動によって格子間隔 δx、時間刻み幅 δt

が律速されてしまう。逆に言えば、この有限ジャイロ半径の効果を残しつつもジャイロ周期を無視で

きるようなモデルであれば、δtはジャイロ運動に律速されず、計算コストの削減が可能になる。この

ジャイロ運動の依存性を無視し、Vlasov方程式よりも低次元の位相空間上での記述を可能にしたモ

デルがジャイロ運動論的方程式である。ジャイロ運動論が提案されたのは、1968年からである。当

時は揺動静電場に対する線形方程式であったが [82]、その後に電磁揺動も含めた式 [83]が導出され、

ハミルトニアンとラグランジアンによる定式化をもとにLie変換摂動法 [84]と呼ばれる幾何学的方法

を用いた高精度な式の導出がなされた [77]。

ジャイロ運動論の下では微小量であるジャイロオーダリング ϵgkを用いて各物理量は以下のような
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図 2.8 ジャイロ中心座標への変換のイメージ図。ジャイロ運動は消失し、位相空間も 6次元から 5次元空間になる一方
でジャイロ半径効果などの運動論効果は残っている [85]。

オーダリングに従っていると仮定する。

ω

ωc,i

∼
k∥
k⊥

∼ vE×B

vti
∼ δni

n0

∼ B⊥

B0

∼ ρi
L

∼ O(ϵgk). (2.33)

ここで ω、Lは特徴的な周波数と長さスケール、k∥、k⊥は磁場に平行方向、垂直方向の波数ベクト

ルの大きさ、vE×Bは摂動E ×Bドリフト速度である。このオーダリングゆえに、ジャイロ運動論

はサイクロトロン周波数より高周波の波を扱うことはできない。逆に言えば、よりゆっくりした時間

スケールを持つ現象の記述に適している。

以下で、ジャイロ運動論的方程式の導出を概観する。位相空間上 ZCC = (q,p)において、Vlasov

方程式はカノニカル座標系の Poisson括弧

{F,G} =
∂F

∂qi

∂G

∂pi
− ∂F

∂pi

∂G

∂qi

を用いて次式で与えられる。

Dfs
DT

≡ ∂fs
∂t

+ {fs, Hs} = 0. (2.34)

ここで、Hs(q,p) = |p− (es/ms)A|2+ esϕである。この式のジャイロ運動を粗視化するためには、ま
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ず位相空間で使われている座標系をジャイロ運動の位相 ζを用いて置き換える必要がある。そこで位

相空間変数に guiding-centre変数ZGC = (X, U, µ, ζ)を導入し座標変換を行う。ここで guiding-center

変数は

X = x− ρ (2.35)

ρ =
b× v

ω
, (2.36)

U = v∥, (2.37)

µ =
mv2⊥
2B0

, (2.38)

ζ = tan−1(v · e1/v · e2). (2.39)

で与えられる。Xはジャイロ中心位置ベクトル、ρはジャイロ半径ベクトル、v∥ = v ·B、v⊥ = v−v∥b

はそれぞれ磁力線に関して平行、垂直成分を表す。また b = B/B0であり、µは磁気モーメントを表

し、断熱不変量である。(e1, e2, b)は各点 xにおいて正規直交ベクトルをなすとし、ζはジャイロ運

動の位相を示す [77]。図 (2.9)は guiding-centre変数を図示したものである。また guiding-centre変数

への変換は明らかに磁場Bの依存性を持っているが、ϵgkの 2次以上の項は無視している。

また、guiding-centreでのハミルトニアンHSは u = U + (es/ms)A∥,Ψ = ϕ− uA∥を用いて

Hs =
1

2
msu

2 + µB0 + esΨ, (2.40)

で与えられる。

guiding-centre変数での座標系では平行成分の ζ依存性はジャイロ運動の平均化によって省略する

ことが可能である。しかしながら guiding-centre変数は揺動電磁場がない時を仮定した座標系であり、

揺動電磁場があると仮定した時に ζ依存性が入る可能性がある。ゆえに揺動電磁場がある場合を考え

るジャイロ運動論には ZGC から新たに座標変換を行い、揺動電磁場も含めて ζ依存性がないジャイ

ロ中心変数 (ZGY = (X̄, ū, µ̄, ζ̄))を考える。その新たな座標系は Lie変換などの幾何学的手法を用い

て次式で与えられる [85]。
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図 2.9 実空間、速度空間での guiding-center変数の座標系 [77]。

ZGY = ZGC + {S̃, ZGC}. (2.41)

guiding-centerへの変換と同様に 2次以上の高次項は無視している。この時の guiding-centre変数の

Poisson括弧を陽に書くと、

{F,G} =
ωc,s

B0

(
∂F

∂ζ

∂G

∂µ
− ∂F

∂µ

∂G

∂ζ

)
+

(
∇F ∂G

∂u
− ∂F

∂u
∇G

)
− 1

esB∗
∥
b · ∇F ×∇G, (2.42)

で与えられる。B∗
∥ = b ·B∗は

B∗(ZGC) = B0 + (B0ū/ωc,s)∇× b)

の平行成分である。作用変数 S̃についてはジャイロ平均を

⟨F ⟩ = 1

2π

∮
Fdζ, (2.43)
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で与えると、

S̃(ZGC) =
es
ωc,s

∫ ζ

[Ψ− ⟨Ψ⟩ζ ]dζ ′, (2.44)

で得られる。この変換によって、摂動の ζ依存性は S̃に吸収されており、H̄sに ζ依存性はない。こ

の時の H̄sは次式の通りである。

Hs =
1

2
mū2 + µ̄B0 + es⟨Ψ⟩ζ , (2.45)

こうした手続きによって、4次元位相空間上のジャイロ運動論方程式は次式で記述される。(この時 µ̄

は断熱不変量となる)

Df̄s
DT

≡ ∂f̄s
∂t

+ {f̄s, H̄s}

=
∂f̄s
∂t

+
dX̄

dt
· ∂f̄s
∂X̄

+
dū

∂t

df̄s
∂u

= 0. (2.46)

ここで、ハミルトン方程式より
dZj

GY

dt
= {Zj

GY , H̄s}

が成り立つので、この式から Ẋ, ˙̄uが陽に導出できる。

dX̄

dt
=

B∗

msB∗
∥

∂H̄s

∂ū
+

1

esB∗
∥
b×∇H̄s − ūb− es

ms

⟨A∥⟩ζ
B∗

B∗
∥

+
1

esB∗
∥
b× (es∇⟨Ψ⟩ζ +msū

2b · ∇b+ µ̄∇B0), (2.47)

dū

∂t
= − B∗

msB∗
∥
· ∇H̄s

= − B∗

msB∗
∥
· (es∇⟨Ψ⟩ζ + µ̄∇B0), (2.48)

dµ̄

dt
= 0. (2.49)
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また方程式は保存形式で与えられているので、Liouvilleの定理が成り立ち [77][85]。

∂Jsf̄s
∂t

+∇ ·
(
Js
dX̄

dt
f̄s

)
+

∂

∂ū

(
Js
dX̄

dt
f̄s

)
= 0, (2.50)

が得られる。この時、Js = msB
∗
∥ はヤコビアンである。

ジャイロ運動論モデルで式を閉じるために使われる方程式は Poisson方程式とAmpere則である。

揺動電磁場を計算するためには guiding-centre座標の分布関数 f̂sが必要であり、これは gyro-center

分布関数 f̄sを逆変換すれば良いので、f̂sは次式から得られる。

f̂s = f̄s + {S̃, f̄s}+O(ϵ2gk) (2.51)

ここで、f̄s = FMs + δf̄sとおき、δf̄sは FMsまたは f̄sよりも十分小さいとすると、

f̂s = f̄s + {S̃, FMs} (2.52)

が得られる。よって、座標ZGC における ns, jsは式 (2.42)を用いて次式から得られる。

ns =

∫
f̂sδ(X + ρs − x)Jsd

6Z

=

∫ [
f̄s +

ωc,s

B0

∂S

∂ζ

∂FMs

∂µ

]
δ(X + ρs − x)Jsd

6Z +O(ϵ2gk)

=

∫
f̄sδ(X + ρs − x)Jsd

6Z − esn0

T0
(ϕ− ⟨ϕ⟩ζ) (2.53)

js = es

∫
v∥f̂sδ(X + ρs − x)Jsd

6Z

= es

∫ [
uf̄s −

es
ms

A∥ ¯FMs + u
ωc,s

B0

∂S

∂ζ

∂FMs

∂µ

]
δ(X + ρs − x)Jsd

6Z +O(ϵ2gk)

= es

∫
f̄sδ(X + ρs − x)Jsd

6Z − esn0

ms

⟨Ā∥⟩ζ (2.54)
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よって、これらから Poisson方程式、Ampere則は真空の伝導率 ϵ0と透磁率 µ0を用いて、

∇2ϕ =
1

ϵ0

∑
s

esns

=
1

ϵ0

[∑
s

es

∫
f̄sδ( arX + ρ̄s − x)Jsd

6Z̄ − e2sn0

T0
(ϕ− ⟨ϕ⟩ζ)

]
(2.55)

−∇2
⊥A∥ = µ0

∑
s

js

= µ0

∑
s

es

∫
v∥f̄sδ(X̄ + ρ̄s − x)Jsd

6Z̄ − e2sn0

ms

⟨Ā∥⟩ζ (2.56)

で与えられる。ここで、

⟨F̄ ⟩ζ =
∫

⟨F ⟩ζδ([R+ ρs]− x)Jsd
6Z̄/n0

である。以上が全分布関数 F を扱うジャイロ運動論方程式である。

ジャイロ運動論を用いた研究は主に核融合プラズマの乱流輸送で盛んに行われてきたが [77][85]、

宇宙プラズマや磁気リコネクションへの応用も進んでいる [86]-[90]。これまでに、磁気リコネクショ

ン中の非線形成長段階における乱流は駆動する強さによって乱流の特性が変わり、リコネクション形

状も変化させることが示され [86]、分布関数構造解析を用いて、強ガイド磁場下における磁気リコネ

クションでの位相混合による加熱について定量的評価を行い、加熱が電流シート内ではなく磁気島内

であり磁場の再結合が終わった後に起こることが明らかにされている [88]。

また、スラブ配位での強ガイド下の無衝突磁気リコネクションのシミュレーションをジャイロ運動

論に基づいたモデルを用いて実施し、摂動分布関数の構造解析により、無衝突磁気リコネクションの

時間可逆性が示された [87]。本研究のシミュレーションモデルは文献 [87]のモデルを拡張し、全分布

関数の時間発展を計算できるようにした。
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3 強ガイド磁場下での磁気リコネクションのシミュレーション

本章では、まず最初に本研究で使用したシミュレーションモデルについて解説し、その後、強ガイ

ド磁場下の無衝突リコネクションのシミュレーション結果について記す。シミュレーションモデルに

は、ジャイロ運動論に基づいた全分布関数を扱うFull-fモデルを使用し、先行研究で示された無衝突

磁気リコネクションの特徴との一貫性を確認した。また、、X点上の速度分布関数構造に着目し、リ

コネクション電場からの加速により shifted-Maxwell分布が形成されること、その電子ビームの加速

量は磁場のリコネクション量で決定されることを示す。

3.1 シミュレーションモデル

本章ではジャイロ運動論に基づいたVlasovコードを用いたシミュレーションを行い、磁気リコネ

クション中の分布関数および電磁場構造を調べる。Vlasovシミュレーションでは、分布関数の発展

方程式と場の方程式であるPoisson方程式とAmpere則を連立させて解き、自己無撞着にプラズマの

振る舞いを記述できる。個々のプラズマ粒子の運動を個別に計算するのは計算コストの関係上不可

能であり、その代わり”超粒子”を用いた PIC法が広く利用されているが、PIC法は少数の粒子しか

用いないため数値ノイズの問題がある。そこで、本研究では位相空間上の分布関数を直接計算する

Vlasov法を採用した。

3.1.1 摂動分布関数 (δf)法

本論文で用いたシミュレーションモデルは文献 [87]の先行研究で用いられたモデルを全分布関数を

扱えるように拡張を施したものである。そこでまず、文献 [87]で用いられていた摂動分布関数を扱う

δfモデル [87]についてまとめる。これはシミュレーションで想定する時間スケールにおいて、時間変

化しない十分大きな量である平衡量と時間変化する十分小さい量である摂動量を設定し、摂動量の

時間発展を解くモデルである。モデル式内の仮定については、ジャイロ運動論モデルの前提条件とし

て z方向に十分に強い磁場 (ガイド磁場)を仮定し、一様磁場B0 = B0ẑで与えている。z方向につい
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ては並進対称性を課しており (∂z = 0)、v⊥空間の分布はマクスウェル分布として、摂動分布関数を

δfs(x, v⊥, v∥, t) = FM⊥(v⊥)δf∥s(x, v∥, t) + Feq,s

で与えている。ここで添字 sは粒子種を示し、電子 s = eまたはイオン s = iを表わしている。空間

2次元、速度 1次元の 3次元位相空間を設定している。また速度平衡分布関数構造はマクスウェル分

布を仮定している (Feq,s = FMs)。マクスウェル分布は次式で与えられる。

FMs =
n0√
2vts

exp

(
−
v2∥
v2ts

)
.

(x, y)方向の波数ベクトルを k = (kx, ky)で表し、

f∥,sk(z, v∥, t) =
1

lxly

∫ ∫
dxdyδf(x, y, z, v∥, t) exp

ikxx+ikyy

としてFourier変換を行う。モデル式はVlasov方程式、Poisson方程式、Ampere則で閉じており、波

数空間上で次式で与えられる。

∂tf∥,sk −
es
Ts
v∥FM∥,sE∥,sk −

∑
k′

∑
k′′

δk′+k′′,k
ẑ · (k′ × k′′)

B0

J0sk′(ϕk′ − v∥A∥k′)f∥,sk′′ = 0, (3.1)

∑
s

es

∫
dv∥J0skf∥,sk =

∑
s

e2sn0

Ts
(1− Γ0sk)ϕk, (3.2)

k2⊥A∥k = µ0

∑
s

es

∫
dv∥v∥J0skf∥,sk, (3.3)

ここで、

E∥,sk = −∂tJ0skA∥k +
∑
k′

∑
k′′

δk′+k′′,k
ẑ · (k′ × k′′)

B0

J0sk′ϕk′J0sk′′A∥k′′

である。また、J0sk = exp(−bsk/2)、0次の変形Bessel関数 I0、bsk = k2⊥ρ
2
s、k2⊥ = k2x + k2yを用いて、

Γ0sk = I0(bsk)e
−bsk を与えている。E∥と ϕ, A∥, n0はそれぞれ平行電場、摂動静電ポテンシャル、摂

動ベクトルポテンシャルの平行成分、平衡数密度である。下付き文字 kは波数 kを持つ Fourire成

分を表す。式 (3.1)の左辺第二項は平行電場による加速項である。また左辺第三項は移流項であり、

31



3 強ガイド磁場下での磁気リコネクションのシミュレーション 3.1 シミュレーションモデル

E ×Bドリフトとリコネクション磁場に沿う移流の合計を表している。

文献 [87]ではこのモデルを用いることで無衝突磁気リコネクションが時間反対称性を保存してい

ることを示している。しかしながら、生じた電子加速が微視的不安定性の励起条件を満たしているか

を評価するにはこのモデルは規格化及びオーダリングの点で難しい。δfモデルでは、摂動分布関数

の規格化は次式で与えられる。

f∥s = f∥,s
n0

v3ts

ρi
L
,

ここで Lは平衡量に関する特徴的な長さスケールであり、vtsは熱速度を表す。平衡量との比率分小

さい摂動量の時間発展を解いていることを表すため、ジャイロ運動論オーダリングパラメータ ρi/L

を係数に含んでいる。摂動分布関数の一次モーメントを取り、ビーム速度Usのオーダーを考えると

Us ∼ vts
ρi
L
,

となり、ビーム速度はジャイロ運動論オーダリング分小さくならなければならない。また、δf モデ

ルでは ρi/L≪ 1が条件であるものの具体的な値は任意で決められ、条件によっては限りなく 0にも

できてしまい、熱速度に比べて非常に小さいビームしか形成されない場合もあり得る。ゆえに、摂動

分布関数ではなく平衡量を含めた全分布関数の時間発展を解くFull-fモデルへの拡張を実施すること

で、より高速電子ビーム加速を取り扱うことが可能となる。また、不安定性を励起するビーム分布を

つくるには X点上で δfモデルでは v∥FMsの形にしかならず、Nyquist条件から Full-fモデルでなけ

ればならない。

3.1.2 全分布関数 (Full-f)モデル

Full-fへのモデル拡張方法について、本研究で扱う一様なガイド磁場B0の下では、式 (3.1)-(3.3)

の f∥skを全分布関数 Ftot,sに置き換えればよいが、式 (3.1)の左辺第 2項については平行電場による

非線形加速項E∥sk∂v∥f∥sk を加えた上で次式のように Ftot,sに置き換える。

es
ms

E∥sk(−v∥FM∥s + ∂v∥f∥sk) =
es
ms

E∥sk∂v∥Ftot,s

最終的に、本研究で使用した全分布関数 Ftot,sの時間発展を解くためにシミュレーションで用いた
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方程式系はフーリエ空間では以下のように記述できる。

∂tFtot,sk +
es
ms

E∥sk∂v∥Ftot,sk −
∑
k′

∑
k′′

δk′+k′′,k
ẑ · (k′ × k′′)

B0

J0sk′(ϕk′ − v∥A∥k′)Ftot,sk′′ = 0, (3.4)

∑
s

es

∫
dv∥J0skFtot,sk =

∑
s

e2sn0

Ts
(1− Γ0sk)ϕk, (3.5)

k2⊥A∥k = µ0

∑
s

es

∫
dv∥v∥J0skFtot,sk, (3.6)

この式について、

f(x) =
∑
s

fkexp(ik · x) (3.7)

として実空間に逆変換すると以下のようになる。

∂tFtot,s +
es
ms

⟨E∥⟩s∂v∥Ftot,s + [⟨ϕ− v∥A∥⟩s, Ftot,s] = 0, (3.8)∑
s

es

∫
dv∥⟨Ftot,s(x, v∥, t)⟩s =

∑
s

e2sn0

Ts
(ϕ(x, t)− ⟨⟨ϕ(x, t)⟩⟩s), (3.9)

∇2
⊥A∥(x, t) = −µ0

∑
s

es

∫
dv∥v∥⟨Ftot,s(x, v∥, t)⟩s, (3.10)

⟨E∥⟩s = −∂t⟨A∥⟩s − [⟨ϕ⟩, ⟨A∥⟩s]. (3.11)

この時、⟨g(x)⟩sはジャイロ平均を表しており、半径 ρs = msvts/esB0と質量比ms, 熱速度 vts =√
Ts/ms、そして

J0s(x) ≡
∑
k

exp(ik · x)J0sk, (3.12)

Γ0s(x) ≡
∑
k

exp(ik · x)Γ0sk, (3.13)
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を用いて、

⟨g(x)⟩s =
1

lxly

∫
dx′J0s(x

′)g(x− x′), (3.14)

⟨⟨g(x)⟩⟩s =
1

lxly

∫
dx′Γ0s(x

′)g(x− x′), (3.15)

と与えられる。lx,lyはそれぞれ x,y方向のボックスサイズである。

式 (3.8)、(3.11)では分布関数の時間発展を計算するために、ベクトルポテンシャルの時間微分の

計算が必要になり、二つの物理量の時間微分項がある計算は処理が煩雑になってしまう。これを回避

するために p∥ = es⟨A∥⟩s/ms + v∥として v∥空間から p∥空間へと座標変換を行うことで、式を簡単化

した。この時、Poisson括弧については

[−v∥A∥, Ftot,s] = [−p∥A∥ −
es
ms

A2
∥, Ftot,s] (3.16)

となり、A2
∥の項が現れるが、ジャイロオーダリングB⊥/B0 ∼ ∇×A∥/B0 ∼ ϵgkより、リコネクショ

ン磁場はガイド磁場よりも十分小さいという仮定のもとA2
∥を無視した。変換後の式は以下の通りで

ある。

∂tFtot,s + [⟨ϕ− p∥A∥⟩s, Ftot,s] = 0, (3.17)∑
s

es

∫
dp∥⟨Ftot,s(x, p∥, t)⟩s =

∑
s

e2sn0

Ts
(ϕ(x, t)− ⟨⟨ϕ(x, t)⟩⟩s), (3.18)

∇2
⊥A∥ − µ0

∑
s

e2sn0

ms

⟨⟨A∥(x, t)⟩⟩s = −µ0

∑
s

es

∫
dp∥p∥⟨Ftot,s(x, p∥, t)⟩s. (3.19)

最終的に、式 (3.17)は速度 vp = ẑ × ∇(⟨ϕ − p∥A∥⟩s)についての単純な移流方程式の形まで整理で

きた。
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無次元化については、無次元量を上付き文字 f̃ として以下のように設定する。

Ftot,s = F̃tot,sn0/v
3
ts,

ϕ = ϕTi/e,　

A∥ = Ã∥B0ρi, (3.20)

x = x̃ρi,

p∥ = p̃∥vts,

t = t̃L/vti.

Lは特徴的な長さスケールである。式 (3.17)-(3.19)を無次元化した方程式は以下のようにまとめら

れる。

∂t̃F̃tot,s + [⟨ϕ−
√

τs
Ms

p̃∥Ã∥⟩s, F̃tot,s] = 0, (3.21)∑
s

qs

∫
dp̃∥⟨F̃tot,s(x̃, p̃∥, t̃)⟩s =

∑
s

q2s
τs
(ϕ(x̃, t̃)− ⟨⟨ϕ(x̃, t̃)⟩⟩s), (3.22)

∇2
⊥Ã∥ + βi

∑
s

q2s√
Msτs

⟨⟨Ã∥(x̃, t̃)⟩⟩s = −βi
∑
s

qs

√
τs
Ms

∫
dp̃∥p̃∥⟨F̃tot,s(x̃, p̃∥, t̃)⟩s. (3.23)

qs = es/ei,Ms = me/mi, τs = Ts/Tiであり、βiはイオンベータ値と呼ばれ、磁気圧とイオン圧力の比

を表し、以下ではβi = n0T0/B
2
0 = 0.02とした。ある時間の分布関数 F̃tot,sが与えられれば、式 (3.22)、

(3.23)から静電ポテンシャル、ベクトルポテンシャルを解きその情報から F̃tot,sの時間発展を計算す

るプロセスを繰り返し、磁気リコネクション内の電磁場と粒子のふるまいをシミュレーションする。

このジャイロ運動論モデルとMHDモデルとの関係性について考える。まず長波長近似 k⊥ ≪ 1の

場合を仮定する。この時、ジャイロ平均オペレーターは J0s,Γ0sは次式のように簡単化できる。

J0s(x) ∼ 1 (3.24)

Γ0s ∼


1 (for s = e)

1 + ρ2i∇2
⊥ (for s = i).

(3.25)
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イオンの分極効果を残すために Γ0iに 2次の項を残した。またアンペール則については平行電流には

電子が支配的となるためイオンの寄与を無視する。式 (3.21)について、それぞれ esと esasp∥を掛けて

0次、1次モーメントを取り、式 (3.18)、(3.19)を用いてFtot,sを消去すると、以下の 2式が得られる。

∂t∇2
⊥ϕ+ [ϕ,∇2

⊥ϕ] = V 2
A [J∥, A∥], (3.26)

∂t

(ω2
p,e

c2
A∥ + J∥

)
+ [ϕ,

ω2
p,e

c2
A∥ + J∥]− [A∥, µ0

∫
dv∥eep

2
∥f∥e] = 0, (3.27)

ここで、J∥ = −∇2
⊥A∥である。式 (3.27)について 2.2節で述べたように式を閉じるべく、2次モーメ

ント量の項を無視すると、左辺第 3項を無視でき、となり、これら条件の下で式 (3.26)、(3.27)は一

様磁場下の二次元非圧縮拡張MHDモデルの渦度方程式とOhm則と同じ式の形となる [30]。さらに

式 (3.27)を F = J∥ + d−2
e A∥, de = c/ωc,e を用いて書き換えると、

∂tF + [ϕ, F ] = 0, (3.28)

という移流方程式の形にまとめることができる。

3.1.3 計算方法

以下では (x, y)方向に周期境界条件を課す。計算手法は実空間 (x, y)は高速 Fourier変換を用い

たスペクトル法を、時間発展は 4次精度 Runge-Kutta-Gill法を採用する。ここで、分布関数の時

間発展を式（3.4）を用いて計算する際、Poisson括弧の非線形項を計算する必要があり、フーリエ

空間のみで計算するにはモード kに対して k′, k′′の組み合わせ分の総和を求めるため、モード数の

範囲を −N/2 < k < N/2とすると、N2 回の計算が必要となる。そこで非線形項の計算時のみ、

⟨ϕ−
√

τs
Ms
p̃∥Ã∥⟩sと F̃tot,sをそれぞれ実空間へ逆変換し、実空間上で掛け合わせ、それをまた順変換

するという手法をとった。これにより計算回数をN lnN 回に削減できる。ただしエイリアス誤差を

避けるため、波数空間のモード数をナイキスト波数 (kN = π/∆x)の 2/3倍にする。

以下の例では、各ボックスサイズは lx = 1.25πρi, ly = 2.5πρi, lp = 7.5vtsとして、−lx < x < lx、

−ly < y < ly、−lp < p∥ < lpとした。xy方向の格子点数は nx = ny = 1024、p∥方向 np = 128、他

のパラメータ設定はイオンベータ値 βi = 0.02、質量比をme/mi = 1/200、温度比 Te/Ti = 1、電荷
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比 ee/ei = −1とした。スペクトル空間のモード数Nkxは非線形項の計算時に、シミュレーション領

域外の高波数モードが低波数モードへと作用してしまうエイリアス誤差を防ぐために、Nkx = 669と

している。また、アルヴェン速度と熱速度との関係は VA/vte =
√
Me/βi = 0.5であり、de/ρi = 0.5、

ρi/ρe =
√
200となる。時間スケール L/vtiはリコネクション平面上をアルヴェン波が lx伝搬するの

にかかる時間と比較すると、

L/vti ∼
ρi

lx
√
βi

lx
VA⊥

∼ 5.66
lx
VA⊥

となる。ここで VA⊥ = B⊥/
√
µ0n0miである。

p∥空間のFtot,sの初期条件を決める時、p∥ は A∥に依存しているのでベクトルポテンシャルの初期

条件をあらかじめ設定する必要がある。しかしながら第一原理を満たすためにはA∥も Ftot,sの情報

が必要になるため、初期分布が定まらないという問題が起きる。この問題を回避するため、まずA∥

に依存しない v∥空間において Ftot,sの初期条件を以下のように設定した。

Ftot,s(x, y, v∥, t = 0) =
n0√
2πvts

exp

(
− 1

2v2ts

(
v∥ − u0s cos(

2πx

lx
)
)2)

+ ϵ cos(
2πx

lx
) cos(

2πy

ly
). (3.29)

この時、u0s = 0.32vte, u0i = 0, ϵ = 1 × 10−5とした。ここからアンペール則（式 (3.10)）を用いて

A∥(t = 0)を求め、p∥空間の分布関数の初期条件を次のように決めた。

Ftot,s(x, y, p∥, t = 0) =
n0√
2πvts

exp

(
− 1

2v2ts

(
p∥ − u0s cos(

2πx

lx
)− es

ms

A∥(t = 0)
)2)

+ ϵ cos(
2πx

lx
) cos(

2πy

ly
)FMs. (3.30)

A∥, J∥及び ϕの初期構造を図 (3.1)に示す。式 (3.29)ではビーム分布を表す expの肩の中に x依存

性があり、図はこの依存性を反映している。シミュレーションの初期段階では、電子慣性を介した電

流駆動不安定性でリコネクションを引き起こす。また v∥空間のアンペール則を考えると、t = 0のA∥

は解析的に解けて、

A∥(x, y, t = 0) = µ0

∑
s

es
l2x
4π2

u0s cos(
2πx

lx
), (3.31)

となる。このA∥の (x, y)面上の等高線は磁力線に対応する。u0s cos(2πxlx )のビーム分布によって、A∥
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は x = 0で頂点を持つ山なり構造を形成し、反平行磁場が形作られていることが確認できる。z方向

のガイド磁場成分を合わせて考えれば、ねじれた磁場が重ね合わさっているシア磁場の形をしてい

る。また式 (3.29)の第２項によって静電ポテンシャルの初期揺動が与えられていることも図 (3.1)右

から確認できる。

図 3.1 シミュレーションの初期条件の xy平面構造。それぞれ左から A∥、電流 J∥、静電ポテンシャル ϕを表している。

3.2 シミュレーション結果

本節では強ガイド磁場下での無衝突磁気リコネクションのシミュレーション結果を先行研究で明ら

かになっていることと比較しながら示す。

図 (3.2)はシミュレーションにおける各エネルギーの時間変化を示している。初期段階では初期条

件によって与えられた反平行磁場の磁気エネルギーが保持されているが、t = 50L/vti過ぎから大き

く減少する振る舞いが確認できる。一方で xy平面上の運動エネルギーは初期では摂動量の揺らぎの

み存在しているが、電子慣性効果による電流駆動のテアリング不安定性の成長と共に微小量からエ

ネルギーが成長し、t = 56L/vtiでピークする様子が確認できる。磁気エネルギーが減少する中でポ

テンシャルエネルギーと運動エネルギーが成長していることからシミュレーション中で磁気エネル

ギーは運動エネルギーなどに変換されていることが言え、磁気リコネクションの特徴を再現できてい

る。特に t = 56L/vtiでは運動エネルギーが xy成分の磁気エネルギーの 2倍にまで成長していること
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は注目に値する。t < 50L/vtiまで磁気エネルギーが一定に見えるのは変換量が磁気エネルギーの総

量と比べて十分に小さいからである。

図 3.2 磁気エネルギー |∇A∥|2(緑色)、リコネクション平面上の運動エネルギー |∇ϕ|2(水色)の時間発展の片対数グラ
フ。紫は |ϕ|2の時間発展を表す。t < 56まで磁気エネルギーは減少し、運動エネルギーは増加している様子が確
認できる。

次に磁気リコネクション中の磁場構造について述べる。図 (3.3)は磁気リコネクション中のA∥の

等高線表示を示しており、磁場構造のスナップショットを表す。t < 40L/vtiまではリコネクションし

た磁束はわずかにとどまっているが、t = 51L/vtiから急速にリコネクションが進み、t = 60L/vtiで

はほぼ全ての磁束がリコネクションを完了している。ここでは x = y = 0をX点として磁場の再結

合が行われており、リコネクションが進むとセパラトリクスがX字型に開いていく様子が確認でき

る。これは二流体モデルでのガイド磁場がある無衝突磁気リコネクションで見られる特徴と対応し

ている [30][77]。また、ここでは x,y方向に無限にX点が連なっている場合を考えている。したがっ

て、X点は原点の他にシミュレーションボックスの端の 4点にも存在している。初期条件の形から考

えると、原点のA∥は初期には山なり構造の頂点であり、リコネクションが進むとピーク値は減少し

ていく一方、四隅のX点では逆に増加していく。最終的に磁場は x方向を向いた反平行でより安定
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な磁場配位へと緩和していく。

図 (3.4)は磁場の再結合が激しい t = 51L/vtiにおける静電ポテンシャル (ϕ)、平行電流、平行電

場のリコネクション面上の構造を示したスナップショットである。静電ポテンシャルは xy平面上で

四重極構造を形成している。このポテンシャルの勾配は垂直電場E⊥を与え、B0と作用することで

E×Bドリフトの流れを作る。この流れはX点近傍で黒矢印で示すようにプラズマ粒子を x軸に沿っ

て左右からX点へ流入させ、X点から y軸に沿って上下へ放出するという流れを形成している。平

行電流、平行電場の分布はセパラトリクスに沿う形で発達しており、X点近傍の変化も大きい。この

特徴は 2流体モデルにおける電流シート周辺の電子の動きと類似しており [50]、電子電流が電流構造

形成で支配的であることを示唆している。また電流シート幅は δ ∼ 0.5ρi ∼ de程度であり非常に小さ

く、先行研究のガイド磁場下の磁気リコネクションで見られた電流シート幅と矛盾しない [59]。X点

ではリコネクション電場が卓越し、プラズマ粒子が加速を受けることで平行電流が形成されているこ

とがうかがえる。また、四隅のX点に着目してみれば原点のX点と同じような、但し符号反転した

電磁場構造がある。

また、先行研究ではHall効果によって磁場の四重極構造が現れることが指摘されていたが [51]、本

シミュレーションではBz ≫ B⊥を仮定しており、J ×Bは微小量となるためこの効果は無視できる。

また電磁場構造のX点に関する対称性が保存されており、この点については次節で詳しく議論する。

図 (3.5)はX点における平行電場の時間発展を示している。平行電場の大きさは電流駆動不安定性

によって t = 0から t < 50Lvtiまで指数関数的に成長していることがわかる。これは、X点上のA∥

の時間変化をもたらし、その積分量はそのまま磁場がリコネクションした量と言い換えることができ

る。よってリコネクション率Rrateは次式で表される。

Rrate = log
(
⟨E∥⟩e(t)/⟨E∥⟩e(t = 0)

)
(3.32)

このシミュレーションにおける線形成長段階のリコネクション率は Rrate = 0.242vti/Lである。

t > 50L/vtiからはさらに成長率が上昇する非線形段階へと遷移し、t ∼ 55L/vtiでピークに至ってい

る。その後、t ∼ 60L/vtiでほぼ全ての磁力線が再結合するまで減少に転じている。この非線形段階

でのリコネクション率の上昇は抵抗散逸によるリコネクションではみられない特徴であり、先行研究

で見られた無衝突磁気リコネクションの振る舞いと一貫性がある [80]。

40



3 強ガイド磁場下での磁気リコネクションのシミュレーション 3.2 シミュレーション結果

図 3.3 各時間 (t = 31, 41, 51, 60L/vti)の磁場のリコネクション平面上の A∥の等高線分布。B⊥ = ∇×A∥ẑであるので
A∥ の等値線がそのまま B⊥ に対応する。
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図 3.4 磁気リコネクション中の xy平面構造。非線形成長段階（t = 51L/vti）の構造をプロットしており、左からそれ
ぞれ静電ポテンシャル、平行電場、平行電場である。黒矢印は X点周辺におけるプラズマ粒子の流れを表して
いる。

図 (3.6)は非線形段階 t = 51L/vtiにおける p∥ = ±vteでのxy平面上の分布関数構造をプロットした

ものである。図 (3.4)の磁力線構造で示されるセパラトリクスに沿うように局在した構造が p∥ = ±1vte

での分布で確認できる。一方、電流構造と異なり、分布関数が二つのピークを持っている。これは p∥

空間ではA∥の xy依存性が含まれていることに起因しており、分布関数構造A∥の非一様性の影響を

受けるからである。このため、xy平面の電子ビーム分布を求めるために p∥の一次モーメントを取っ

たとしても、正確なビーム分布は現れない。純粋なビーム分布は、v∥の一次モーメント
∫
dv∥v∥⟨Ftot,s⟩

をとることで求められるが、シミュレーション次元は p∥であるので、変数変換を行った次式からビー

ム分布を求めた。

Us(x, y) =

∫
dp∥(p∥ −

es
ms

A∥)⟨Ftot,s⟩. (3.33)

この式から求めた xy平面上の電子ビーム分布は図 (3.7)の通りであり、X点近傍に局在した強い負

のピークを持つ分布構造が確認でき、この構造によってX点では電流構造が形成されている。

また、X点上の速度空間構造についても解析を行った。図 (3.8)は v∥空間に変換した全電子分布

関数構造を示す。t = 0から t = 51L/vtiにかけて v∥空間での構造は変化せず −v∥方向に分布全体
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図 3.5 X点における平行電場強度の時間変化。ジャイロ中心座標における電子ジャイロ平均効果を含めた電場、⟨E∥⟩e =
−∂t⟨A∥⟩e、を片対数でプロットしている。

が shiftしているのがわかる。また、shift量は t = 41L/vtiまではかなり小さいが、t = 41L/vtiから

t = 51L/vtiにかけて大きく shiftしていることがわかる。これはリコネクション電場の加速により、

全粒子が等しく加速を受けていることを示している。またリコネクション電場が強くなるほど加速量

は大きくなる。

図 (3.9)はX点上の速度分布関数から計算したビーム速度Ue(x = 0)を表している。線形段階にお

いては電子ビームの加速量はリコネクション量とよく一致しているのがわかる。t = 50L/vtiあたり

から加速量とリコネクション量に差が生じ、加速量は t = 53L/vtiでピーク値 0.7895vteををとり減少

に転じる。この非線形段階での値の相違は x軸上でカスプ状の非常に鋭いピークを持つビーム分布

が形成されるためである。図 (3.10)が示すとおり、非線形段階から x方向の分布関数にX点をピー

クとするカスプ型の構造が確認できるようになった。有限の空間解像度の下ではカスプ形状を完全に

再現することは困難であり、数値誤差が避けられない。この格子幅より小さい構造によって、計算に

数値的な誤差が生じてしまっていると考えられる。ただし、格子幅をさらに細かくした計算を行えば

誤差は小さくなるが、リコネクションの成長自体に大きな影響は見られなかった。

ここで、p∥空間構造の誤差についても考える。これは移流方程式の数値計算において速度空間構
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3 強ガイド磁場下での磁気リコネクションのシミュレーション 3.2 シミュレーション結果

図 3.6 p∥ = ±1vte における非線形成長段階（t = 51L/vti）での Ftots の xy平面構造。p∥ = −1の xy平面構造が左図
で p∥ = 1の分布が右図である。

造が細分化するタイムスケールを示すリカレンス時間 trecとの比較を考えればよく、リカレンス時

間は、

trec =
2π

k∥δp∥
(3.34)

で与えられる。ここで k∥の大きさは k⊥/k∥ ∼ B0/B⊥を考えて、

k∥ ∼ k⊥
∇× A∥

B0

となる。初期条件では ∂xA∥/B0 ∼ 0.11 sin(2πx/lx) であり δp∥ = np/lpを用いて、trecを計算すると
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3 強ガイド磁場下での磁気リコネクションのシミュレーション 3.3 まとめ

図 3.7 t = 51L/vti 時の xy平面上の電子ビーム分布 Ue(x, y)。

k⊥ρi = 0.4の時、trec ∼ 40πL/vtiとなる。シミュレーションでリコネクションが完了するために必要

な時間は t ∼ 60L/vtiなので、リカレンス時間はこれの約 2倍である。またリコネクションが進むと、

X点近傍の ∂xA∥は小さくなることが予想され、リカレンス時間はさらに伸びると考えられる。よっ

て速度空間解像度に起因する数値誤差はシミュレーション結果に影響を及ぼさないと考えられる。

3.3 まとめ

本章では、磁気リコネクションのシミュレーションをジャイロ運動論に基づいたモデルを用いて実

施し、電磁場構造を詳細に解析した。その結果、先行研究で見られた無衝突磁気リコネクションをよ
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3 強ガイド磁場下での磁気リコネクションのシミュレーション 3.3 まとめ

図 3.8 X点上における全電子分布関数 Ftot,eの速度空間構造。x = y = 0での v∥空間における t = 0（紫）、t = 41L/vti
（緑）と t = 51L/vti（水色）の Ftot,e をプロットしている。

く再現でき、それとともに電子ビームがセパラトリクスに沿う形で局所構造を形成することを確認

した。特に、X点上ではリコネクション電場によって粒子全体が加速され、速度空間において全分布

関数が速度空間構造を維持したまま−v∥方向に移動し、アルヴェン速度を超える電子ビームを形成

することが明らかになった。これは摂動分布関数 δfシミュレーションでは再現できない特徴であり、

本研究の Full-fジャイロ運動論シミュレーションで初めて確認できるものである。特に 3.2節で議論

するように図 (3.8)の形の分布関数は運動論的不安定性を介してプラズマ波動を励起する可能性があ

り、そのような分布関数構造が無衝突磁気リコネクションのシミュレーションにおいて自発的に形成

されることを示した。
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3 強ガイド磁場下での磁気リコネクションのシミュレーション 3.3 まとめ

図 3.9 X点上における電子ビーム速度と磁場のリコネクション量。紫と緑はそれぞれ Ue(x = 0)(vte)、esA∥(x = 0)/ms

を表す。水色の横線はm = 200, βi = 0.02における VA/vte の値を示している。
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3 強ガイド磁場下での磁気リコネクションのシミュレーション 3.3 まとめ

図 3.10 y = 0, p∥ = −3vte での X点近傍 (−ρi < x < ρi)の電子分布関数の x分布。ビームがピーク値をとり、カスプ
型構造が視認しやすい t = 53Lvti時点の構造をプロットした。
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4 磁気リコネクションにおける対称性

4 磁気リコネクションにおける対称性

この章では、シミュレーションで使用したジャイロ運動論モデルに基づいた方程式系において、X

点に関する xy平面上のパリティ対称性及び、xyp∥空間での対称性がシミュレーション中で保存され

ることを記す。まず方程式に座標変換を行うことで対称性が時間発展しても保存されることを示し、

シミュレーションでも保存されていることを実証する。その結果から、X点上でのビーム分布を解析

的に導く。

4.1 (x, y)対称性

本節ではX点に関するパリティ対称性が保存されること示すとともにに、シミュレーション結果

との比較を行う。

まず (x, y)空間におけるパリティ対称性について述べる。一般的なパリティ変換は xyz空間におい

て全ての座標の符号を反転させる (x → −x)変換を指すが、本論文での xy平面でのパリティ変換と

は、xyz空間において各成分について、


x

y

z

→


−x

−y

z

 (4.1)

である変換を表す。今後、この変換を (x⊥ → −x⊥)と表す。この座標変換の元では xy平面の微分は

以下のように変化する。

 ∂x

∂y

→

 −∂x

−∂y

 (4.2)

また、式 (3.8)-(3.10)で用いられている作用オペレーター、∇2, J0s,Γ0s, [f, g]の座標変換による変

化を考えると、
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4 磁気リコネクションにおける対称性 4.1 (x, y)対称性

∇2
(−x) = ∂2(−x) + ∂2(−y) = ∇2

(x), (4.3)

J0s(−x) =
∞∑

k=−∞

exp(ik · −x)J0sk = J0s(x), (4.4)

Γ0s(−x) =
∞∑

k=−∞

exp(ik · −x)Γ0sk = Γ0s(x), (4.5)

[f̃ , g̃](−x) = ∂(−x)f̃(−x)∂(−y)g̃(−x)− ∂(−y)f̃(−x)∂(−x)g̃(−x) = [f̃(−x), g̃(−x)](x). (4.6)

であり、座標変換によって上記の各オペレーターの作用の仕方は符号反転しないことがわかる。

ここで fs, ϕ, A∥について、偶関数成分である even parity f+と奇関数成分である odd parityf−を

以下のように定義する。

f+(x, y, p∥, t) =
f(x, y, p∥, t) + f(−x,−y, p∥, t)

2
(4.7)

f−(x, y, p∥, t) =
f(x, y, p∥, t)− f(−x,−y, p∥, t)

2
(4.8)

パリティ対称性が保存されている場合、初期 t = 0で f− = 0であれば。任意の時間で f− = 0であ

ると言い換えられる。時間発展を通じて対称性が保存されることを示すためには、初期条件で f− = 0

かつ odd parity成分が自発的に発生しないために ∂tf
− = 0であること、さらにこの時に ∂tf

+は even

parityのみで与えられることを示せればよい。

まず、シミュレーションで用いた初期条件で F−
tot,s = 0を確認する。但し、p∥ 空間においては、

F−
tot,s = 0とA−

∥ = 0を同時に証明する必要があるので、それを避けて、F−
tot,s = 0だけを示すために

v∥空間の式を考える。式 (3.29)を式 (4.8)に代入すると、

F−
tot,s(x, y, v∥, t = 0) =

Ftot,s(x, y, v∥, t = 0)− Ftot,s(−x,−y, v∥, t = 0)

2
= 0. (4.9)

となり、初期条件は偶対称性があることがわかる。

次にA−
∥ (t = 0)の対称性について考える。座標変換後のアンペール則 (3.10)の左辺と右辺について
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4 磁気リコネクションにおける対称性 4.1 (x, y)対称性

は次式のように記述できる。

(L.H.S)(−x⊥) = (∇2
⊥A∥)(−x⊥)

= ∇2
⊥(A∥(−x,−y, t)), (4.10)

(R.H.S)(−x⊥) = (−µ0

∑
s

es

∫
dp∥p∥⟨Ftot,s(−x,−y, p∥, t)⟩s)(−x⊥)

= −µ0

∑
s

es

∫
dp∥p∥⟨Ftot,s(−x,−y, p∥, t)⟩s. (4.11)

式 (3.10)、(4.10)、(4.11)を足し合わせることでA±
∥ と F±

tot,sの関係式が以下のとおりに得られる。

∇2
⊥A

±
∥ = −βi

∑
s

qsas

∫
dv∥v∥⟨F±

tot,s⟩⟩s. (4.12)

よって t = 0において F−
tot,s(x, y, v∥, t = 0) = 0より、式 (4.12)の右辺は 0になるので t = 0でA−

∥ = 0

となる。ϕ−についても同様の手順で、

∑
s

qs

∫
dp∥⟨F±

tot,s⟩s =
∑
s

e2sn0

Ts
(ϕ± − ⟨⟨ϕ±⟩⟩s). (4.13)

の関係式が導出でき、ϕ−(t = 0) = 0であることが示せる。ϕ,A∥は v∥, p∥に依存しないので、p∥空間

を用いても対称性を持つ。p∥座標を用いた場合の Ftot,s(x, y, p∥, t = 0)の対称性についてA∥(x, y, t =

0) = A∥(−x,−y, t = 0)を用いて考えると、

F−
tot,s(x, y, p∥, t = 0) =

n0√
2πvts

exp

(
− 1

2v2ts

(
p∥ − u0s cos(

2πx

lx
)− es

ms

A∥(x, y, t = 0)
)2)

− n0√
2πvts

exp

(
− 1

2v2ts

(
p∥ − u0s cos(

2π(−x)
lx

)− es
ms

A∥(−x,−y, t = 0)
)2)

+ ϵ cos(
2πx

lx
) cos(

2πy

ly
)− ϵ cos(

2π(−x)
lx

) cos(
2π(−y)
ly

)

= 0. (4.14)

であり、p∥座標を用いても初期条件のパリティ対称性があることが示せた。
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4 磁気リコネクションにおける対称性 4.1 (x, y)対称性

次に、時間発展中のパリティ対称性の保存について示す。式 (3.21)を用いて、∂tF±
tot,sを計算すると、

∂tF
±
tot,s =

∂tFtot,s(x⊥, v∥, t)± ∂tFtot,s(−x⊥, v∥, t)

2

= −[⟨ϕ− p∥A∥⟩s, Ftot,s](x⊥, v∥, t)∓ [⟨ϕ− p∥A∥⟩s, Ftot,s](−x⊥, v∥, t)

= −[⟨ϕ
+ + ϕ−

2
− p∥

A+
∥ + A−

∥

2
⟩s,

F+
tot,s + F−

tot,s

2
]∓ [⟨ϕ

+ − ϕ−

2
− p∥

A+
∥ − A−

∥

2
⟩s,

F+
tot,s − F−

tot,s

2
]

= −[⟨ϕ+ − p∥A
+
∥ ⟩s, F

±
tot,s]− [⟨ϕ− − p∥A

−
∥ ⟩, F

∓
tot,s] (4.15)

F−
tot,s = 0の時、ϕ− = A−

∥ = 0であるので、∂tF±
tot,sについて式 (4.15)より、

∂tF
+
tot,s = −[⟨ϕ+ − p∥A

+
∥ ⟩s, F

+
tot,s], (4.16)

∂tF
−
tot,s = 0. (4.17)

以上より、初期条件の時点でodd parityは0であり、かつ時間発展による発生もなく、同時に∂tF
+
tot,s

は even parityのみで与えられることから、パリティ対称性は保存されることが証明できた。実際に、

シミュレーションの非線形段階における分布関数構造を示している図 (3.6)をそれぞれ 180°回転さ

せると元の図と一致していることが確認できる。

この対称性によってX点上で ∂x = ∂y = 0となり、X点上の式 (3.21)はポアソン括弧が消去され、

以下のように簡単化される。

∂tFtot,s = 0. (4.18)

つまり、p∥空間においてX点上で Ftot,sは不変である。つまりX点上では分布関数は初期条件の形

で一定となる。一方時間 tでの v∥空間の分布を考えると、

Ftot,s(x = 0, y = 0, v∥, t) =

n0√
2πvts

exp

(
− 1

2v2ts

(
v∥ − u0s −

es
ms

(A∥, x = 0, y = 0, t = 0)− A∥(x = 0, y = 0, t))
)2)

. (4.19)
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4 磁気リコネクションにおける対称性 4.1 (x, y)対称性

よって、v∥空間において、全分布関数は形を保ちつつベクトルポテンシャルの変化量に応じて v∥

座標上のピーク位置がずれていくように変化することが示される。また時間 tのビーム速度Us(t)は

次式の通りに記述でき、

Us(t) = u0s +
es(A∥(t = 0)− A∥(t))

ms

,

∆Us(t) = − es
ms

∆A∥(t). (4.20)

この時、∆Us(t) ≡ Us(t)− Us(t = 0) (Us(t = 0) = u0s), ∆A∥(t) ≡ A∥(t)− A∥(t = 0)であり、X点上

で粒子が加速される量は磁場が再結合した量に比例することが式 (4.20)で示せた。シミュレーション

結果においても、図 (3.9)が示すように t < 50L/vtiにおいては Ueと |eeA∥/me|はよく一致している

のが確認できる。

4.1.1 Vlasov-Maxwell系との比較

このX点に関する対称性について、無衝突Vlasov-Maxwell方程式系における保存性を検証する。

z方向に並進対称性を仮定しているので、実空間 2次元、速度空間 3次元の位相空間においてVlasov

方程式は次式の通りである。

∂tfs(x⊥,v⊥, vz) + v · ∇fs(x⊥,v⊥, vz)

+
es
ms

(E(x⊥) + v ×B(x⊥)) · ∂vfs(x⊥,v⊥, vz) = 0, (4.21)

∂tB = −∇×E, (4.22)

1

c2
∂tE = ∇×B − µ0J , (4.23)

J =
∑
s

es

∫
vfsd

3v, (4.24)

座標変換 (x⊥,v⊥, vz) → (−x⊥,−v⊥, vz)の下で電磁場、電流、微分オペレーターの符号は上式
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4 磁気リコネクションにおける対称性 4.1 (x, y)対称性

(4.23)、(4.24)を用いて、次のように反転する。

(B⊥, Bz,E⊥, Ez,J⊥, Jz,∇⊥, ∂v⊥ , ∂vz) → (−B⊥, Bz,−E⊥, Ez,−J⊥, Jz,−∇⊥,−∂v⊥ , ∂vz)

ジャイロ運動論モデルの時と同様に、fs,B,Eを odd parity成分と even parity成分に分けると、

式 (4.21)は次のように書き直せる。

∂tf
±
s + v⊥ · ∇⊥f

±
s +

es
ms

(E+
⊥ · ∂v⊥f

∓
s + E+

z · ∂vzf
±
s +E−

⊥ · ∂v⊥f
±
s + E−

z · ∂vzf
∓
s )

+
es
ms

(
(v⊥ ×B+

z ) · ∂v⊥f
±
s + (v⊥ ×B+

⊥) · ∂vzf
∓
s

+ (v⊥ ×B−
z ) · ∂v⊥f

∓
s + (v⊥ ×B−

⊥) · ∂vzf
±
s

+ (vz ×B+
⊥) · ∂v⊥f

∓
s + (vz ×B−

⊥) · ∂v⊥f
±
s

)
= 0, (4.25)

ここで、f−
s = 0すなわちE+

⊥ = 0、 E−
z = 0、 B+

⊥ = 0、 B−
z = 0の時、∂tf±

s はそれぞれ、

∂tf
+
s = −v⊥ · ∇⊥f

+
s − es

ms

(E+
z · ∂vzf

+
s +E−

⊥ · ∂v⊥f
+
s )

+
es
ms

(
(v⊥ ×B+

z ) · ∂v⊥f
+
s + (v⊥ ×B−

⊥) · ∂vzf
+
s + (vz ×B−

⊥) · ∂v⊥f
+
s

)
, (4.26)

∂tf
−
s = 0, (4.27)

と表せる。f−
s は自発的に発生しないので、Vlasov-Maxwellモデルにおいてもパリティ対称性は保存

される。

X点における速度分布関数構造について考えると、X点上において、∇⊥ = 0、E−
⊥ = 0、B−

⊥ = 0

であり、式 (4.28)は、E+
z (x = 0) = −∂tA+

z (x = 0) を用いて次式のように書ける。

∂tf
+
s − es

ms

∂tA
+
z · ∂vzf

+
s =

es
ms

(v⊥ ×B+
z ) · ∂v⊥f

+
s , (4.28)

この右辺の項はガイド磁場まわりのジャイロ運動を表す。この項から分布関数の発展を解析的に解

くのは本研究で用いたジャイロ運動論方程式よりも非常に難しい。但し、ジャイロ運動論のように速
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4 磁気リコネクションにおける対称性 4.1 (x, y)対称性

度分布をジャイロ位相について等方的と近似できる場合、右辺の項は消滅し、次式から解析解を容易

に求めることができる。

∂tf
+
s +

es
Ts
vzFMs∂tA

+
z = 0, (4.29)

この式の 1次モーメントをとり、時間 t = 0から t = T の区間で時間積分すると、式 (4.20)と同様

なビーム速度 U+
s とベクトルポテンシャルA+

z の関係式が得られる。

(U+
s (t = T )− U+

s (t = 0)) = − es
ms

(A+
z (t = T )− A+

z (t = 0)) (4.30)

∆U+
s (T ) = − es

ms

∆A+
z (T ) (4.31)

4.1.2 MHD方程式との比較

前節での検証をMHD方程式系 (3.26)、(3.28)においても議論する。X点に対する対称性について、

作用オペレーターの座標変換による変化は式 (4.3)、(4.6)と同じである。初期条件でA−
∥ = ϕ− = 0と

仮定すると、J−
∥ = 0すなわち F− = 0である。さらに、式 (3.28)の形は式 (3.17)と同一であるので、

4.1節の議論と全く同様に、

∂tF
± = −[ϕ+, F±]− [ϕ−, F∓] (4.32)

より ∂tF
− = 0が示され、∂tF+ は even parityのみで与えられる。また、式 (3.26)を用いて ∂t∇2

⊥ϕ
±

を考えると、

∂t∇2
⊥ϕ

± = −[ϕ+,∇2
⊥ϕ

±]− [ϕ−,∇2
⊥ϕ

∓]− V 2
A

(
[J+

∥ , A
±
∥ ]− [J−

∥ , A
∓
∥ ]
)
. (4.33)

A−
∥ = ϕ− = J−

∥ = 0より、

∂t∇2
⊥ϕ

− = −[ϕ+,∇2
⊥ϕ

+]− V 2
A [J

+
∥ , A

+
∥ ], ∂t∇

2
⊥ϕ

− = 0. (4.34)

55



4 磁気リコネクションにおける対称性 4.2 xyp∥対称性

以上より、MHD方程式系でも xy対称性は保存される。

4.1.1節と同様にX点上の議論を行うと、式 (3.28)は次式のように簡単化される。

∂t(J∥ + d−2
e A∥) = 0. (4.35)

よって平行電流 J∥はA∥によって決定される。J∥ = een0∆Usとすると、式 (4.35)はジャイロ運動論

方程式から得られたX点上のプラズマビームの式 (4.20)と一致する。しかしながら、式 (4.35)から

分布関数構造を解くことは不可能であり、MHDモデルでは磁気リコネクションにともなう微視的不

安定性を議論することはできない。

4.2 xyp∥対称性

本節では xyp∥空間における対称性について述べる。前章と同様、p∥空間の初期条件の式 (3.30)は

A∥(t = 0)を考慮する必要があるので、最初に xyv∥空間での変換を考える。その変換を行列で表す

と、以下のようになる。


x

y

v∥

→


x+ lx/2

y + ly/2

−v∥.

 (4.36)

この座標変換において、微分オペレーター及びジャイロ平均オペレーターは x, yに定数が足される

だけなので、作用の仕方は変化しない。また、f (p), f (m)を以下のように定義する。

f (p)(x, y, v∥, t) ≡
f(x, y, v∥, t) + f(x+ lx/2, y + ly/2,−v∥, t)

2
(4.37)

f (m)(x, y, v∥, t) ≡
f(x, y, v∥, t)− f(x+ lx/2, y + ly/2,−v∥, t)

2
(4.38)

Ftot,s(t = 0)(m)を陽に計算すると、
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F
(m)
tot,s(x, y, v∥, t = 0) =

n0√
2πvts

exp

(
− 1

2v2ts

(
v∥ − u0s cos(

2πx

lx
)
)2)

− n0√
2πvts

exp

(
− 1

2v2ts

(
−v∥ − u0s cos(

2π(x+ lx/2)

lx
)
)2)

+ ϵ cos(
2πx

lx
) cos(

2πy

ly
)− ϵ cos(

2π(x+ lx/2)

lx
) cos(

2π(y + ly/2)

ly
)

= 0. (4.39)

よって初期条件は対称性を満たしている。前節と同様の手法でポアソン方程式、アンペール則を用

いて t = 0での ϕ(p/m), A
(p/m)
∥ を計算すると、

∑
s

q2s
τs
ϕ(x, y, t)(p/m) − ⟨⟨ϕ(x, y, t)(p/m)⟩⟩s =

∑
s

qs

∫ ∞

−∞
dv∥⟨F (p/m)

tot,s ⟩⟩s (4.40)

∇2
⊥A

(p/m)
∥ = −βi

∑
s

qsas

∫ ∞

−∞
dv∥v∥⟨F (m/p)

tot,s ⟩⟩s. (4.41)

よって、F (m)
tot,s = 0の時、ϕ(m) = 0、A(p)

∥ = 0であることがわかる。ここでこの変換下での p∥につ

いて考える。変換後の変数 p∥を p′∥とすると、

p′∥ = −v∥ −
es
ms

⟨A∥(x+ lx/2, y + ly/2, t = 0)⟩ = −(v∥ +
es
ms

⟨A∥(x, y, t = 0)⟩) = −p∥ (4.42)

よって、本節の座標変換による p∥の変換は

p∥ → −p∥

となる。

次に ∂tF
(p/m)
tot,s について、前章と同様に調べると、以下のようになる。
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∂tF
(p/m)
tot,s =

∂tFtot,s(x, y, p∥, t)± ∂tFtot,s(x+ lx/2, y + ly/2, p∥, t)

2

= −[⟨ϕ− p∥A∥⟩s, Ftot,s](x, y, p∥, t)∓ [⟨ϕ− p∥A∥⟩s, Ftot,s](x+ lx/2, y + ly/2, p∥, t)

= −[⟨
ϕ(p) − p∥A

(m)
∥

2
⟩s, F (p/m)

tot,s ]− [⟨
ϕ(m) − p∥A

(p)
∥

2
⟩, F (m/p)

tot,s ]. (4.43)

F
(m)
tot,s = 0、ϕ(m) = 0、A(p)

∥ = 0の時、

∂tF
(m)
tot,s = 0.

故に、座標変換、 
x

y

p∥

→


x+ lx/2

y + ly/2

−p∥.

 (4.44)

の下で対称性は保存される。この対称性の保存も前節と同様にシミュレーション結果の図 (3.6)で確認で

き、例えば−lx < x < 0,−ly < y < 0, p∥ = −1vteの平面領域の構造は 0 < x < lx, 0 < y < ly, p∥ = 1vte

のものと一致している。また、シミュレーションボックスの四隅にもX点が存在しているが、前章で

述べたとおり原点の磁気リコネクションと比較して、振る舞いが全て符号反転している。これはこの

p∥空間が反転する対称性が保存され、粒子の速度方向がX点と逆方向になることと対応している。

4.3 まとめ

本章では、ジャイロ運動論的方程式でのX点に関しての対称性を座標変換を用いて証明し、その

特性から磁気リコネクションの構造の特徴について議論した。xy平面に関する対称性によってX点

上における分布関数のビームの変化量∆Us はベクトルポテンシャルの変化量∆A∥に比例することが

示された。また、速度分布関数は時間経過により速度空間構造を保ったまま v∥空間上を移動してい

くことが解析的に導かれた。同様の対称性はVlasov-Maxwell及び簡約化MHD方程式にも存在する

が、X点上の分布関数の解析解を求めるにはジャイロ運動論が適している。一方、xyp∥空間に対す

る周期的な対称性については p∥空間が反転対称であるために、原点のX点と四隅のX点でビーム方
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向が反転する。その影響でリコネクションの振る舞いも原点と四隅で逆になることがわかる。
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5 一様ビームにおける線形不安定性解析

3章において、強ガイド磁場下の磁気リコネクションではX点上でリコネクション電場によってガ

イド磁場方向に電子ビームが形成されることが確認できた。この状況においてどのような不安定性

が励起されるか調査するために、まずX点近傍のビームが一様であるとの局所近似を仮定し、分散

関係式を用いた一様ビーム場における不安定性解析を行った。本章では、分散関係式の導出とその式

を用いた解析結果について述べる。

5.1 分散関係式の導出

本節では一様場の不安定性解析で用いた分散関係式の導出について述べる。

今回想定する状況は 3章の磁気リコネクションシミュレーションの結果を踏まえ、図（5.1）の描

像のように、強ガイド磁場の下で、ガイド磁場と平行方向にビーム成分Ueqと波が存在する磁化プラ

ズマを考える。考える方程式系では 3章の v∥空間座標を用いたジャイロ運動論的方程式 (3.8)-(3.10)

において、波の伝搬を表すために z方向の移流項と静電ポテンシャルの勾配による電場を新たに考慮

する。支配方程式は以下の様にまとめられる。

∂tFtot,s + v∥∂zFtot,s +
es
ms

⟨Ez⟩s∂v∥Ftot,s + [⟨ϕ− v∥A∥⟩s, Ftot,s] = 0, (5.1)∑
s

es

∫
dv∥⟨Ftot,s(x, v∥, t)⟩s =

∑
s

e2sn0

Ts
(ϕ(x, t)− ⟨⟨ϕ(x, t)⟩⟩s), (5.2)

∇2
⊥A∥(x, t) = −µ0

∑
s

es

∫
dv∥v∥⟨Ftot,s(x, v∥, t)⟩s, (5.3)

⟨Ez⟩s = −∂t⟨A∥⟩s − ∂z⟨ϕ⟩s − [⟨ϕ⟩, ⟨A∥⟩s]. (5.4)

この方程式を線形化するため各物理量を次式のように時間変化しない平衡成分と時間発展する十
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図 5.1 本章の不安定性解析で想定する状況の概観図。xy 平面上のリコネクションにより、X点上にてリコネクション
電場の加速を受け、z方向に荷電粒子のビームが形成される。このビームを局所近似で一様であると考え、同じ
z方向に波が伝搬していると仮定する。

分小さい量である摂動成分に分ける。

Ftot,s(x, y, z, v∥, t) = Feq,s(v∥) + f1,s(x, y, z, v∥, t), (5.5)

ϕ(x, y, z, t) = ϕeq + ϕ1(x, y, z, t), (5.6)

A∥(x, y, z, t) = A∥1(x, y, z, t). (5.7)

本節では電子ビームによる不安定性の基本的特性を確認するため一様場の下で平衡量を局所的に実

空間に依存しない一様場と仮定してある。一方 3章のシミュレーション結果ではビーム分布はリコネ

クションの発達とともに非一様性が強まる。しかしながら、磁気リコネクション中で電子ビームによ

る不安定性が発生するための必要条件を確認するため分散関係式を用いた不安定性解析を行う。

この時 f1,s/Feq,s ∼ ϵとする（ϵは微少量を表すパラメーター）。平衡分布関数については z方向に
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運動するプラズマ粒子のビームが存在することを仮定して、shifted-Maxwell分布を用いる。

Feq,s =
n0√
2πvts

exp

(−
(
v∥ − Us

)2
2v2ts

)
.

一方、ϕeq = 0とする。また、摂動量は平面波の過程の下、f1,s ∝ f1,sk exp i(kxx+ kyy + kzz − ωt)と

して、Fourier変換を行い式 (5.1)-(5.3)を次式のように変形する。

−iωf1,sk + ikzv∥f1,sk +
es
ms

J0skEz1k∂v∥Feq,s = 0, (5.8)∑
s

es

∫
dv∥J0skf1,sk =

∑
s

e2sn0

Ts
(1− Γ0sk)ϕ1k, (5.9)

∇2
⊥A∥1k = −µ0

∑
s

es

∫
dv∥v∥J0skf1,sk, (5.10)

J0skEz1k = iωJ0skA∥1k − ikzJ0skϕ1k. (5.11)

このジャイロ運動論モデルに基づいて磁化プラズマ中の分散関係式の導出を行う。式 (5.8) を用い

て f1,skについて解くと、

f1,sk =
− es

ms
∂v∥Feq,sJ0sk(kzϕ1k − ωA∥1k)

ω − kzv∥
. (5.12)

式 (5.12)を式 (5.9),(5.10)に代入し、速度空間について積分を行った式は以下のように記述できる。

　 (kzϕ1k − ωA∥1k)
∑
s

e2sn0sJ
2
0sk

msv2tskz
(1 + ζsZ(ζs)) =

∑
s

n0se
2
s

Ts
(1− Γ0sk)ϕ1k (5.13)

k2⊥A∥1k = µ0(kzϕ1k − ωA∥1k)
∑
s

e2sn0sJ
2
0sk

msv2tskz

ω

kz
(1 + ζsZ(ζs)) (5.14)

この時、ζs = (ω/kz − Us)/
√
2vtsであり, Z(ζs)はプラズマ分散関数と呼ばれ、

Z(ζs) =
1√
π

∫
dv∥

exp(−v2∥)
v∥ − ζs

で与えられる関数である。式 (5.13)、(5.14)を連立させて ϕ1k, A∥1kを消去すると、ωとkの関係式が
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導出でる。また、この解析においては有限ジャイロ半径効果を表す係数として J2
0sk = Γ0skを用いた。

∑
s

(1− Γ0sk) =

((
ω

kzVA

)2∑
s

1

k2⊥ρ
2
i

(1− Γ0sk)− 1

)

×

(∑
s

Γ0sk(1 + ζsZ(ζs))

)
, (5.15)

これが磁化プラズマ中の線形分散関係式を与える。

解析に際して、ω/kz と k⊥に対して、ω/kz → VAω̃/k̃z、k⊥ → k̃⊥/ρi と無次元化を行った。これに

より、式 (5.15) の係数が整理されて以下のように書き直せる。

∑
s

(1− Γ0sk) =

((
ω̃

k̃z

)2∑
s

1

k̃2⊥
(1− Γ0sk)− 1

)

×

(∑
s

Γ0sk(1 + ζsZ(ζs))

)
. (5.16)

式 (5.16)について、KAWによる不安定性が存在するならば、KAWの分散関係式に対応する項が

存在するはずである。式 (5.16)に対して長波長近似 k⊥ρi ≪ 1を仮定する。すると、J0sk,Γ0skは k⊥

を用いて以下のとおりに近似される。

J0sk ∼ 1 (5.17)

Γ0sk ∼


1 (for s = e)

1− k2⊥ρ
2
i (for s = i).

(5.18)

これを用いると、式 (5.16)は以下のように書き直せる。

k̃2⊥ =

[( ω̃
k̃z

)2 − 1

][
(1 + ζeZ(ζe)) +

(
1− k̃2⊥ρ

2
i

)
(1 + ζiZ(ζi))

]
(5.19)

右辺のプラズマ分散関数の項を近似して 1とすると、

( ω̃
k̃z

)2
= 1 + k2⊥ (5.20)

となり、よく知られた流体極限でのKAWの分散関係式 (2.13)と一致する。
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式 (5.16)の分散関係式を用いた固有値解析を行うことで波数 kに対する実周波数 ωr、成長率 γの

依存性を調べた。解析方法は逐次緩和法であるMuller法を用いている。各種パラメータの値は電荷

比 ee/ei = −1,温度比 Te/Ti = 1,イオンベータ値 βi = 0.02, kz = 1/Lzであり、質量比については成

長率への依存性を調べるため適宜変更を行った。

5.2 解析結果

この節では、前節で導いた分散関係式を用いた解析結果について述べる。

図 (5.2)はUe = 1.5VA, Ui = 0,me/mi = 1/200の場合の実周波数ωr,成長率 γの k⊥依存性を示した

ものである。k⊥が増えるほど実周波数は増大する傾向にあることがわかる。実線は流体方程式から

近似的に導かれる運動論的Alfvén波についての分散関係式 (ω/kzVA =
√

1 + k2⊥ρ
2
i )を示し、k⊥ ≪ 1

では両者がよく一致し k⊥依存性の傾向についても類似している。よってここで確認されたビーム不

安定性は運動論的Alfvén波によるものであると考えられるが、ジャイロ運動論モデルでは流体近似

より高い周波数となっている。特に高波数側で両者の数値が異なるのは運動論効果を反映している。

成長率の振る舞いについては、k⊥ρi = 0.54で最大値 γmax = 0.02(kzVA)が現れ、0 < k⊥ρi < 0.8の範

囲で正の成長率を取った。この時の位相速度は (ω/kz) ∼ 1.25VAであり、ビーム速度 Ue = 1.5VAよ

りやや小さな値となっている。これはビームから波がエネルギーを受けて成長するために必要な条件

を満たしている。

図 (5.3)はビーム速度毎の最大成長率を質量比me/mi = 1/100, 1/200, 1/400の下でプロットしたも

のある。いずれの質量比のケースであっても、ビーム速度がAlfvén速度を超えてから成長率が正の

値になっていることがわかる。つまりビーム速度がAlfvén速度を超えると運動論的Alfvén波が不安

定化する。また、質量比が大きくなるほど成長率は下がっていく。不安定性が励起される閾値である

Alfvén速度 VAを電子熱速度 vteで規格化すると、VA/vte =
√
me/miβiで与えられる。βi > me/mi

である時、VA < vteとなり、Alfvén速度は熱速度よりも遅くなる。一方ビーム不安定性の一種とし

てBuneman不安定性があるが、この不安定性はビーム速度が電子熱速度以上で励起される性質があ

る。3章における磁気リコネクションのシミュレーション設定では VA/vte = 0.5 < 1であった。した

がって、一様ビームの下ではKAWによる不安定性の励起条件はBuneman不安定性の励起条件より

も緩く、先に励起され得ることが期待される。また、成長率に関しても 3章の規格化に従って換算す
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ると、Ue = 2VA = vte,me/mi = 1/200の下で γ ∼ 0.0745VA/L ∼ 0.576vti/L となり、3章のシミュ

レーションで見られた磁気リコネクションの成長率 0.214vti/Lよりも大きい値を示す。これは、磁気

リコネクションの発展途中でKAWの不安定性条件 (Ue > VA)が満たされれば、そこからビーム不安

定性が成長する可能性があることを示唆している。

図 5.2 Ue = 1.5VA, Ui = 0,me/mi = 1/200のケースにおける実周波数、成長率の k⊥ 依存性。式 (5.16)を固有解析し
た結果が点線である。上図の実線は先行研究にて高温極限モデルから導出された運動論的 Alfvén波の分散関係
式を示している。

次に、水素イオンと電子の実質量比me/mi = 1/1836の場合について、成長率の k⊥依存性を調

べた。電子ビーム速度 Ue = 0.4vte, 0.6vte, 0.8vte, 1.0vteの場合の成長率を図 (5.4)にプロットした。

この時の電子熱速度に対する Alfvén速度は VA/vte ∼ 0.165であり、各ビーム速度は Alfvén速度

の 2倍以上の速度持っている。実周波数に関して、高波数側で Ue が大きくなるほど周波数が大き

くなる傾向は上記の me/mi = 1/200の場合と同様である。一方低波数側では Ue 毎で値の違いは

小さく、図 (5.2)の結果と比較しても実周波数の値は k⊥ = 0.8/ρi で ωr = 1.47kzVA とほぼ同じ値

を取っている。成長率に関しては、Alfvén速度に対してより大きい速度を持つと、不安定モードの

波数領域がより広く、また成長率もより大きくなる。また,図 (5.3)で me/mi = 1/200, Ue = vte
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図 5.3 ビーム速度 Vb = Ue に対する最大成長率。それぞれ質量比me/mi = /100, 1/200, 1/400の三つのパラメータ設
定で調査を行った。

の時、最大成長率は γmax(me/mi = 1/200) = 0.0745kzVA であるのに対して、実質量比の場合は

γmax(me/mi = 1/1836) = 0.444kzVAと 6倍程度大きい。つまりビーム速度を熱速度基準で考えると、

質量比が大きくなるほど Alfvén速度に対する比率が上がるので無次元化された成長率が高くなる。

磁気リコネクションのタイムスケールは再結合する磁場成分の与えるAlfvén速度で特徴付けられる

(これをポロイダルAlfvén速度と呼ぶ)。一様ビーム場を仮定しているので反平行磁場は存在し得な

いが、仮に L/vti ∼ lx/VAxとすると 1/γmax(me/mi = 1/1836) ∼ 0.319lx/VAxより、十分高速な電子

ビームが形成されれば、磁気リコネクションの時間発展よりも早く不安定性が成長すると考えられる。

5.3 まとめ

本章では、強ガイド磁場がある中での一様ビーム場で駆動される不安定性について線形分散関係式

を用いた解析を実施した。本章で導出した分散関係式とKAWの分散関係式との対応関係を比較し、

me/mi = 1/200での実周波数と成長率の k⊥依存性を調べることでKAWがビーム不安定性によって

励起されることを確認した。これは、強ガイド磁場下での無衝突磁気リコネクションの先行研究で

は磁場の散逸機構としてはこれまで注目されていない点である。また、Us毎の最大成長率を調べる

ことで、このビーム不安定性がAlfvén速度を閾値とすることがわかる。電子熱速度とAlfvén速度と
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図 5.4 me/mi = /1836での Ueq 毎の実周波数 (上図)、成長率 (下図)の k⊥ 依存性。四本の点線の内 Ueq = 1vte（赤
色）,Ueq = 0.8vte（緑色）,Ueq = 0.6vte（青色）,Ueq = 0.4vte（紫色）について 0.05/ρi間隔で式（5.16）を五章
の固有値解析を用いて解いた値をプロットしている。Ueq = 1vteの時、成長率は k⊥ = 2.05で最大値 0.444vti/L
をとる。

の大小関係はme/mi < βiで VA/vte =
√
me/miβi < 1となる。ゆえに一様ビームの場合、このビー

ム不安定性はBuneman不安定性よりもより低い閾値で不安定化されることが期待できる。また、水

素イオンと電子の実質量比においても、複数のUeについて実周波数と成長率の k⊥依存性を調べた。

実質量比では VAと vteの比率はより大きくなり、me/mi = 1/200と比較して kzVAで規格化した成長

率の値も増加し不安定モードの波数領域も拡大した。これは一様ビームの過程の下では電子熱速度

程度の速度を持つ電子ビームが形成されると、磁気リコネクションを特徴付けるポロイダルAlfvén

時間よりも十分高速にKAWが成長し得ることを示唆している。
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6 非一様ビームにおける線形不安定性解析

本章では、反平行磁場中で非一様な空間分布を持つ電子ビームによる不安定性の線形解析を行う。

まず解析に用いるモデルについて説明し、その後非一様ビーム場での不安定性解析の結果について

述べる。解析手法としては線形化ジャイロ運動論的方程式の時間発展を数値的に解くことで安定性を

調べる。本研究ではリコネクション磁場方向への波数が 0の場合、ビーム不安定性で励起される運動

論的Alfvén波の実周波数と成長率が平均ビーム速度に依存することが明らかになった。また、リコ

ネクションの磁場方向への波数の有無でVlasov方程式の形、ひいては不安定性の特性が変化するこ

とを示す。

6.1 解析モデル

本節では解析に使用したシミュレーションモデル及び条件設定について述べる。3章にて磁気リコ

ネクションのシミュレーションを実施し、リコネクションをともなう電磁場と分布関数の構造変化を

調査したが、ビーム不安定性をシミュレーションで調べるためにはガイド磁場方向の波の伝播をとら

える必要があり、z方向に非一様性を持つ揺動成分を計算する必要がある。本章で与えられた平衡分

布の中で擾乱の線形成長を調べることで不安定性を調査する初期値解析の手法を用いている。初期

値解析の計算方法は 3章のシミュレーションと同様に実空間はスペクトル法および差分法のArakawa

スキーム、時間発展は 4次精度Runge-Kutta-Gill法を採用し、x, y方向および z方向に周期境界条件

を課した。基本方程式は式 (3.4)に z方向の移流項 v∥∂∥Ftot,sと平行電場成分の非線形項E∥tot∂v∥Ftot,s

を追加したものであり、全分布関数 Ftots、全静電ポテンシャル ϕtot、z方向の全ベクトルポテンシャ

ルA∥totを用いて、以下のように表される。

∂tFtot,s + v∥∂zFtot,s +
es
ms

⟨E∥tot⟩s∂v∥Ftot,s + [⟨ϕtot − v∥A∥tot⟩s, Ftot,s] = 0. (6.1)
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この時、⟨E∥tot⟩s = −∂z⟨ϕtot⟩s − ∂t⟨A∥tot⟩s − [⟨ϕtot⟩s, ⟨A∥tot⟩s]である。場の方程式は、次式で与えら

れる。

∑
s

es

∫
dv∥⟨Ftot,s(x, v∥, t)⟩s =

∑
s

e2sn0

Ts
(ϕtot(x, t)− ⟨⟨ϕtot(x, t)⟩⟩s), (6.2)

∇2
⊥A∥tot(x, t) = −µ0

∑
s

es

∫
dv∥v∥⟨Ftot,s(x, v∥, t)⟩s. (6.3)

不安定性解析を行うために、以下のように各物理量の成分を時間変化しない平衡成分と時間発展

する摂動成分に分ける。

Ftot,s(x, y, z, v∥, t) = Feq,s(x, y, v∥) + f1,s(x, y, z, v∥, t), (6.4)

ϕtot(x, y, z, t) = ϕeq(x, y) + ϕ1(x, y, z, t), (6.5)

A∥tot(x, y, z, t) = A∥eq(x, y) + A∥1(x, y, z, t). (6.6)

平衡量は第 3章の無衝突磁気リコネクションの分布関数構造に基づくものであると考え、z方向の並

進対称性から z依存性は無いとしている。また ϕeqについては準中性条件から ϕeq = 0とする。これ

らの平衡成分と摂動成分を用いて、式 (6.1)を線形化すると、以下のように書き直される。

∂tf1,s + v∥∂zf1,s +
es
ms

⟨E∥1⟩s∂v∥Feq,s + [⟨ϕ1 − v∥A∥1⟩s, Feq,s] + [⟨−v∥A∥eq⟩s, f1,s] = 0. (6.7)∑
s

es

∫
dv∥⟨f1,s⟩s =

∑
s

e2sn0

Ts
(ϕ− ⟨⟨ϕ⟩⟩s), (6.8)

∇2
⊥A∥1 = −µ0

∑
s

es

∫
dv∥v∥⟨f1,s⟩s, (6.9)

⟨E∥1⟩s = −∂z⟨ϕ1⟩s − ∂t⟨A∥1⟩s − [⟨ϕ1⟩s, ⟨A∥eq⟩s]. (6.10)

平衡量について、分布関数を密度一様、ビーム分布を非一様とし、以下の形で設定した。

Feq,s =
1√
2π

exp

(
−
(v∥ − Us(x))

2

2v2ts

)
, (6.11)

Us(x) = Ueq exp

(
α

(
cos

(
2πx

lx

)
− 1

))
(6.12)
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図 6.1 α = 0.1, 1, 10, 102 のそれぞれの x方向におけるビーム分布の概形とその時の −∂xA∥eq = B⊥ の分布。各 αの
ビーム振幅 Ueq は 1vte としている。

式 (6.12)はVon-Mises分布と呼ばれるものであり、図 (6.1)のような概形をしている。Ueqがビー

ム振幅を意味し、αがビーム幅 δを決めるパラメータである。

x≪ 1の時、cos(x) ∼ 1− x2/2より、ビーム分布は以下のように近似できる。

Us(x) = Ueq exp

(
−α
2

(
2π

lx

)2

x2

)
(6.13)

図 (6.1)にも示すように αが十分大きい場合にはVon-Mises分布は周期境界条件を満たしつつガウ

ス分布の形とほぼ等しくなる。磁気リコネクションシミュレーションで得られたビーム分布もカス

プ型の領域を除けば概ねガウス分布の形をしているのでこのモデルを採用した。この時、ビーム幅 δ

を最大値の 1/e倍になる地点までの長さとすると、

−1 = α

(
cos

(
2πδ

lx

)
− 1

)
, (6.14)

であり、これを δについて解くと、この位置の値がそのままビーム幅に相当し、δ ≪ 1すなわち α ≫ 1

の場合、δは αに次式のように依存している。

δ =
lx
2π

√
2

α
(6.15)

一方で αが十分小さい時、Usはテイラー展開でき、ビーム分布は以下のように一様成分と cos分布
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の和の形に近似される。

Us(x) = Ueq

(
1− α + α cos

(
2πx

lx

))
. (6.16)

本章の解析では式 (6.11)で与えた Feq,sをアンペール則に代入してA∥eqを導出した。

本研究では簡単化のため、式 (6.11)のように平衡量は実空間内で x依存性のみを持たせている。こ

れにより Poisson括弧による異なる波数を持つモード統合は x方向成分のみに限定される。つまり

y, z方向は線形独立であることが言えるので、摂動成分の変数 y, zについて次式のようにフーリエ変

換できる。

f(x, y, z) =
∑
ky ,kz

fkykz(x) exp(i(kyy + kzz)). (6.17)

これを用いると、式 (6.7)は次のように簡単化できる。

∂tf1s + ikzv∥f1s +
es
ms

⟨−ikzϕ1 − ∂tA∥1 + ikyϕ1∂xA∥eq⟩s∂v∥Feq,s

−iky⟨ϕ1 − v∥A∥1⟩s∂xFeq,s − iky∂x⟨v∥A∥eq⟩sf1s = 0. (6.18)

規格化について、x, y, tは 3章の式 (3.1.2)と同様に行い、Feq, f1s, A∥eq, A∥1, ϕeq, ϕ1, v∥, zについては

次式のように行った。

Feq,s = F̃eq,sn0/v
3
ts,

f1s = f̃1,sn0/v
3
ts,

ϕeq = ϕ̃eqTi/e,　

ϕ1 = ϕ̃1Ti/e,　

A∥eq = Ã∥eqB0ρi, (6.19)

A∥1 = Ã∥1B0ρi,

z = z̃L,

v∥ = ṽ∥vts.
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この規格化の下で方程式系は以下のように書き直せる。

∂t̃f̃1s + i

(
k̃z −

L

ρi
k̃y∂x̃⟨Ã∥eq⟩s

)
ṽ∥f̃1s

+
qs√
Msτs

(
−i(k̃z −

L

ρi
k̃y∂x̃⟨Ã∥eq⟩s)⟨ϕ̃1⟩s − ∂t̃⟨Ã∥1⟩s

)
∂ṽ∥F̃eq,s (6.20)

− iky⟨ϕ1 − v∥A∥1⟩s∂xFeq,s = 0

ky = 0 の時、式 (6.18)において kyがかかる項が消えて、

∂t̃f̃1,s + ik̃zṽ∥f̃1,s +
qs√
Msτs

⟨−ik̃zϕ̃1 − ∂t̃Ã∥1⟩s∂ṽ∥F̃eq,s = 0, (6.21)

となり、ビーム分布の非一様性をのぞいて、一様場でのモデル式 (5.8)と同じ形で表される。一方で

ky ̸= 0の場合、リコネクション磁場に平行な移流成分が不安定性に影響を与えると考えられる。一

様と非一様の場合の比較及び kyを含む項の影響を評価するため、ky = 0 と ky ̸= 0のケースでそれ

ぞれ不安定性解析を行った。また、z方向についても線形独立であるので、波数空間上にて kzL = 1

モードのみを考えることにした。これにより、実空間における z方向空間の微分計算を省略でき、z

方向の格子点数分の計算コストが削減できる。

パラメータ設定について、3章と同様に質量比 me/mi = 1/1836、温度比 Te/Ti = 1、ベータ値

β = 0.02、密度比 ne/ni = 1、電荷比 ee/ei = −1と設定した。x, v∥方向の格子点数 nx、nvについ

ては ky = 0の解析の時は nx = 384、nv = 128、ky ̸= 0の時は nx = 2304、nv = 4096とし、y方

向点数は ny = 8とした。ボックスサイズについては lx = 20πρi、lv = 6vtsとし、−lx < x < lx、

−ly < y < ly、−lv < v < lvとなる。ky ̸= 0の場合、ly = 2π/kyとした。ジャイロオーダリングパ

ラメーター ϵgk = ρi/L = B⊥/Bz は 6.2.3節で ϵgk = 0.1とした場合以外は ϵgk = 0.01としているが

ky ̸= 0の時のみ必要となる。初期揺動については kxの全モードに微小振幅の揺動を入れ、かつ ky = 0

の場合は ky = 0モードに揺動成分を、ky ̸= 0では 0以外のモードに揺動成分を持たせた。

6.1.1 一様ビーム分布でのベンチマーク

本節ではシミュレーションコードの検定として、一様ビームの場合について前節の固有値解析との

比較を行う。

72



6 非一様ビームにおける線形不安定性解析 6.1 解析モデル

図 (6.2)は一様ビーム場 (α = 0)における静電ポテンシャルエネルギーの時間発展を示している。時間

に対して指数関数的に成長していることが確認できる。また緑の直線の傾きはme/mi = 1/1836, Ueq =

1vteにおける分散関係式から得られた最大成長率を表しており、シミュレーション結果と一致してい

るのがわかる。実周波数、成長率の計算方法については ϕ1 ∝ exp(−iωt)を想定し、時間 t及び t+ δt

の ϕを用いて次式の通りに求める。

ω =
log(ϕ(t+ δt))− log(ϕ(t))

iδt
. (6.22)

この時、δtはデータ出力間隔である。計算した成長率は γ = 3.148vti/Lをとり、分散関係式から導

かれた最大成長率の値 (γ = 3.147vti/L)とほぼ一致した値が確認できた。

図 6.2 Ueq = 1vte, α = 0における静電ポテンシャルエネルギーの片対数グラフ。横軸が時間 t(L/vti)、縦軸がエネル
ギーを表す。線形成長している時、擾乱は ϕ1 ∝ exp(−iωt)の形で表せられ、これを片対数グラフでエネルギー
の発展を表すとグラフは直線になる。また緑の直線は f(t) = 0.00001exp(2× 3.147× t)の関数を示している。
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6.2 解析結果

本節では初期値解析によって得られた結果について述べる。前節で述べた通り、ky = 0 のケース

と ky ̸= 0のケースを分けて結果を説明する。

6.2.1 ky = 0の場合

本節では ky = 0の時、初期値解析の結果を説明する。ちなみに ky = 0の時、ϵgkは支配方程式に

は陽に現れず、結果も ϵgkに依存しない。

図 6.3 Ueq = 1vte, α = 1における静電ポテンシャルエネルギーの片対数グラフ。横軸が時間 t(L/vti)、縦軸がエネル
ギーを表す。

まず擾乱の成長のふるまいについて述べる。図 (6.3)は α = 1, Ueq = 1vteでの静電ポテンシャルエ

ネルギーの時間発展図である。一様ビームとは異なり、こちらのケースでは傾きが周期的に増減を繰

り返している。このため、ϕ ∝ exp(−iωt) と仮定した上での式 (6.22)を用いた計算は難しい。そこで
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エネルギーの増減が時間に周期的であることに着目し、各時間ステップにおいて式 (6.22)を用いて

得た ωについて次式で時間平均 ωaveを取ることで、平均的な成長率を求めることにした。

ωave =
1

T

∫
dtω(t). (6.23)

この式から得られた実周波数 ωr = Re[ωave]と成長率 γ = Im[ωave]について一様場の結果と比較す

る。α = 0のケースは一様ビームと同様の結果を示しており励起された波はKAWであると考えられ

る。一方、図 (6.4)の示す通り、成長率はビーム振幅Ueqが増える程増大する。一方でαが増える程、

言い換えればビーム幅が狭くなるほど成長率は全体的に低下する傾向にある。今回ビーム振幅Ueqの

スキャン範囲は 0.1vte < Ueq < 1vteであるが、その範囲においては α > 10(δ < 9ρi)で波の成長は見

られず安定化された。実周波数については各 αにおいて Ueqが増えるほど、ωrが減少しているのが

わかる。この解析のように kzL = 1として固定している場合、一様場のケースではビーム振幅と実

周波数は綺麗な比例関係にあるが、ビームの非一様性を取り入れた本節の解析では、αが増大するほ

ど比例関係は崩れていき、実周波数の減少率も緩やかになっている。

図 6.4 各ビーム振幅 Ueq に対する成長率と実周波数。紫が α = 0、緑が α = 0.1, 水色が α = 1 のケースを表す。成長
率、実周波数はスペクトル分布のピーク値での数値を記載している。

ビーム幅で特徴づけるパラメータ αと実周波数、成長率との関係性について、平均ビーム速度、

Ūs =

∫
dxUs/lx
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を用いて考える。α ≪ 1である時、∂xUs(x) ≪ 1でビーム分布はほぼ一様と考えられ、勾配の影響は

無視できる。この場合、実周波数と成長率は平均ビーム速度 Ūsによって決定されると予想される。図

(6.5)では、平均ビーム速度毎の成長率と実周波数をプロットしている。Ueq = 1vteで Ūe(α = 0.1) =

0.9071vteであり、この時の ∂xUsは近似式 (6.16)を用いると、

∂xUs = αUeq
π

lx
cos

(
π

lx
x

)
= 0.005 cos

(
π

lx
x

)
(6.24)

で与えられ 1に比べて十分小さい。グラフの傾向も一様ビームのケースとよく似通っていることが確

認できる。一方でα = 1の場合、Ūe(α = 1) = 0.4657vteであり、式 (6.24)を適用すれば、|∂xUs| < 0.05

である。ここで不安定性が生じたα ≤ 1の範囲では、ky = 0の場合、ωr, γは Ūsによって決定される

ことが図 (6.5)から見てとれる。

図 6.5 各平均ビーム振幅 Ūeq に対する成長率と実周波数。紫が α = 0、緑が α = 0.1, 水色が α = 1 のケースを表す。成
長率、実周波数はスペクトル分布のピーク値での数値を記載している。

図 (6.6)は α = 1のケースについて t = 150, 155, 162, 165L/vtiにおける ϕ1, A∥1の x方向分布のス

ナップショットを示している。どの時刻においても ϕ1, A∥1 共に実部と虚部で位相が π/2ずれている

ことがわかる。t = 150, 155, 162L/vtiと時間が経過すると二つの波束が振幅を増大させながら x = 0

から左右に伝搬してゆくことを確認できる。図 (6.3)に示したエネルギーの時間発展との対応を考え

ると、揺動のエネルギーが急激に増加する t = 150L/vti ∼ 155L/vtiの間はビーム速度が大きい x = 0

から伝播する波束が増幅されつつ左右に伝搬してゆく。一方、t = 162L/vtiに見られるように波束が

x = ±lxの境界方向へと伝搬するにつれてエネルギーの増加はゆるやかになる。その後、t = 165L/vti

では x = 0周辺で再び波束が成長しエネルギーが増大し始める。このように波束の振幅の時間発展と
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6 非一様ビームにおける線形不安定性解析 6.2 解析結果

エネルギーの時間変化に相関を持った振る舞いが見られる。

図 (6.7)は ϕ1 の kx スペクトル分布を示す。その時間変化に着目すると、スペクトルのピーク波

数が変動することがわかる。図 (6.7)において、t = 150, 165L/vti では kxρi ∼ 1.25にあるピーク

が t = 164L/vtiでは kxρi ∼ 1の低波数側にシフトしている。一方、波束が x ∼ 0周辺で増幅される

t ∼ 165L/vtiでは再びkxρi ∼ 1.25が増大している。図 (6.6)においても t = 155L/vtiより t = 162L/vti

の場合に波長がやや長くなり、対応した波長の変化が確認できる。

以上の結果を 5章の一様ビーム場の成長率の k⊥依存性を踏まえてまとめると、まず ky = 0の場合、

KAWは x方向に伝播する。その中で x ∼ 0周辺で kxρi ∼ 1モードが成長しつつ伝播するが、ビーム

速度が小さくなる外側まで伝わると高波数モードは減衰するが、代わりに低波数モードが成長して

いる。この低波数モード (kxρi ∼ 1)が成長し、x = ±lx の境界を横切って中心部へ伝播する前に、高

波数モード (kxρi ∼ 1.2)が再び x ∼ 0付近で成長し、新たな波束がビーム中心から外側に向けて伝搬

し始めると考えられる。

図 (6.8)は t = 150L/vtiでの摂動分布関数 f1eの実部の xv∥位相空間構造を表している。流体近似

のもとでのKAWの z方向の位相速度は式 (5.20)で与えられるが、t = 165L/vtiにおいて kxρi ∼ 1.2

の成分がスペクトルのピークを与えているので、位相速度を見積もると、

ω̃

k̃z
= VA

√
1 + 1.22 ∼ 1.562VA ∼ 0.258vte (6.25)

となる。図 (6.8)を見ると、x = ±0, v∥ = −0.25vte付近に強い変動が現れており、波動との共鳴相互

作用による特徴を示している。これは電子ビーム不安定によりKAWが励起されていることを示唆し

ている。また共鳴相互作用する xの場所についても、図 (6.6)の波束の成長と対応している。

次に、ポテンシャルの kxスペクトル分布の Ueqへの依存性を図 (6.9)で示す。Ueqが増えると、ス

ペクトルのピークが高波数側にシフトする。これは一様分布での分散関係式から導出した成長率の

k⊥依存性と対応しており、図 (5.4)に示した最大成長率を与える波数のビーム速度依存性の傾向と一

致している。

さらに、スペクトル分布のピークを与える波数 k⊥の α依存性についても調査した。図 (6.10)は

Ueq = 1vteの場合の各 αで波数スペクトル分布を示したものである。図 (6.10)が示す通り、αが大き

くなるほど、ピーク位置は低波数側にシフトする傾向を確認できる。また、表 (1)にまとめたように

77



6 非一様ビームにおける線形不安定性解析 6.2 解析結果

図 6.6 α = 1, Ueq = 1vteの ϕ1（左図）, A∥1（右図）の x方向構造。上から t = 150L/vti、t = 155L/vti、t = 162L/vti、
t = 165L/vti でのスナップショットである。横軸の単位は ρi。紫が実部、緑が虚部を表している。

78



6 非一様ビームにおける線形不安定性解析 6.2 解析結果

図 6.7 α = 1, Ueq = 1vteの ϕ1の静電ポテンシャル (|ϕ1k|2)の kxスペクトル分布。上から t = 150L/vti、t = 155L/vti、
t = 162L/vti、t = 165L/vti でのスナップショットである。横軸の単位は ρi である。

α Ūs/vte k⊥(γmax(Ūs))ρi

0.1 0.907 1.92

1 0.466 1.05

3 0.243 0.55

表 1 各 αに対する Ūs と一様ビーム ūs での最大成長率を取る k⊥。k⊥ は 5章の固有値解析を用いて計算した。

Ūsを用いた最大成長率を与える k⊥と比較すると、図 (6.10)のピーク波数は表 (1)の値よりやや高く

なっている。ただし、図 (6.9)に見られるようにスペクトルのピーク波数は kxρi = 1.0 ∼ 1.25の間を

周期的に時間変化する点を考慮すると、両者の値には大きな矛盾はないと言える。

以上より、ky = 0の場合、x ∼ 0近傍を伝播する間は高速な電子ビームによってKAWが成長する

が、それ以外では成長は抑えられ、またその波数も変化する。実周波数や成長率、卓越する波束のス

ペクトルは平均ビーム速度 Ūsに依存している。一方 αが大きくなりビーム分布が x = 0に局在する

様になると、平均的なビーム速度 Ūsが減少するため、ビーム近傍で不安定性が成長したとしても、

波の伝播により十分に成長することができず、全体の成長率が低下する。実際、α = 10, Ueq = 1vteに
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図 6.8 α = 1, Ueq = 1vteの場合における ky = 0での f1eの実部の xv∥平面分布。プロット時刻は t = 150L/vtiで、ス
ペクトルのピーク位置が kx = 1.25である時刻である。

おいては Ūs = 0.128vte < VAであり平均ビーム速度が一様ビームでの不安定性の閾値であるAlfvén

速度を下回る。このため、x方向への伝播にともなって波の成長が継続的に生じないと考えられる。

6.2.2 低 kyの場合 (0 < kyρi < 1)

ky = 0の場合、波はビーム速度が変化する x方向のみに伝播するので、ビーム速度が小さい領域

に波束が伝播するとともに成長率が低下する。逆にもし波の波数が kx = 0, ky ̸= 0であれば、波は

ビームが一様な y方向に伝播して成長を続け、ky = 0よりも高い平均成長率を持つことが期待され

る。本節では、ky ̸= 0の時、特に y方向の波数が小さい時 (kyρi < 1)の擾乱の振る舞いが、一様ビー

ムの場合及び ky = 0の場合と比較してどのように変化するかを述べる。

図 (6.11)は kyρi < 0.3における γ の ky 依存性を示している。ky = 0の場合では図 (6.4)の通

り γ > 0で不安定であるが、ky が増えるほど ϵgk = 0.1, 0.01いずれの場合も成長率が減衰する。

α = 0.1, ky = 0, Ueq = 0.5vteのケースでは擾乱のスペクトルのピーク値は kxρi = 1.05であり、仮に

kyρi = 0.3, α = 0.1, Ueq = 0.5vteが不安定で同じスペクトルのピーク値 kxρi = 1.05であるならば、

(kxρi, kyρi) = (1.05, 0.3)モードが卓越すると考えられる。つまりこのモードは本節冒頭で期待した

kx = 0, ky ̸= 0の状況とは異なり、有限の kxを持ち、x方向への伝播が支配的な状況である。その一
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図 6.9 α = 0.1での各 Ueq に対する静電ポテンシャル (|ϕ1k|2)の kx空間の分布図。Ueq = 0.4vte（黄色), 0.6vte（水色),
0.8vte（緑色), 1.0vte（紫色）をプロットしている。また、各グラフは振幅を合わせるために調整を加えている。
また時間も成長が大きい時間でのものをプロットしている

方で、kyρi < 0.3としたために k⊥が増大したこと、さらに反平行磁場Byに沿った y方向移流項が加

わったことと関連していると考えられる。特に後者は磁気シアを通じて安定化に働くと推論される。

一方で、α ≫ 1の時、ビーム幅は δ ∼ ρi程度まで狭くなり、ビームは x = 0付近に局在する。そこ

でα = 100, kyρi = 0.05, Ueq = 1vte のパラメータ設定でシミュレーションを実施したところ、図 (6.12)

が示すように不安定性が励起され擾乱が急速に成長した。この時の成長率は γ = 11.68vti/Lであり、

ky = 0と一様の場合の結果と比較して大きい。一方、実周波数は ωr = −0.141vti/Lで、|ωr| ≪ γと

非常に小さい値である。図 (6.13)が示すように、xy平面構造では x = 0近傍に ϕ1、A∥1の局在した

構造が卓越しておりテアリングモードの持つ固有関数のパリティと合致している。以上のことから擾

乱の成長はビーム不安定性によるものではなく、MHD不安定性、特に反平行磁場の存在からテアリ

ング型の不安定性によるものであると推論される。

本シミュレーション設定では x, y方向に周期境界条件を課し、y方向に無限の長さがある細長い電

流シートを仮定している。シミュレーション結果は y方向に複数のX点が現れテアリング型不安定

性が励起されることを示しており、先行研究における抵抗性磁気リコネクションのMHDシミュレー

ションで示されているプラズモイド不安定と同様の振る舞いである [6][19]。このことは無衝突プラズ
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図 6.10 Ueq = 1での各αに対する静電ポテンシャル (|ϕ1k|2)の kx空間の分布図。α = 0.1(紫色), α = 1(緑色), α = 3(水
色)をプロットしている。また、各グラフは振幅を合わせるために調整を加え、成長が大きい時間でのものをプ
ロットしている。

マ中においても細長い電流シートが形成されればプラズモイド不安定性が励起され得ることを示唆

している。

6.2.3 高 kyの場合 (kyρi > 1)

本節では y方向の波長が ρi程度の高波数の場合 (kyρi > 1)の解析結果について述べる。

α = 0.1, kyρi = 1.2, Ueq = 0.5vteのケースについて解析を実施した。図 (6.14)は kyρi = 1.2におけ

る ϕ2のエネルギー時間発展を示している。図 (6.3)と異なり t > 1L/vtiから指数関数的に成長してい

る。この時の成長率は γ = 18.2vti/Lと一様ビーム (α < 0)の場合の最大成長率よりもはるかに大き

く、また実周波数は ωr ∼ 103vti/L ∼ 10ωc,iである。ここで z方向の背景磁場と反平行成分を合わせ

た全磁場Btot = Beq +B1に対する平行方向の波数ベクトルは

k∥ = kz − ϵ−1
gk ky

∂x⟨A∥eq⟩
B0

(6.26)

で与えられることに注意すると、ここで用いたパラメータ設定 (α = 0.1, Ueq = 1vte, ϵgk = 0.01)では
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図 6.11 Ueq = 0.5vte, α = 0.1, ϵgk = ρi/L = 0.1における成長率の ky 依存性。横軸が時間 t(L/vti)、縦軸が成長率
γ(vti/L)を表す。

実効的な平行方向波数は

k∥ ∼ ρ−1
i (6.27)

となっている。ここで見られる高い波数と周波数は、ジャイロ運動論の適用条件 (k∥ ≪ k⊥, ω ≪ ωc,i)

に反しているため、この不安定性モードで物理的に妥当なものとして受け入れることはできない。こ

の原因は、設定した反平行磁場成分がガイド磁場と同程度のオーダーにあり、実効的な平行方向波数

が k∥ρi ∼ 1となってしまうためである。ここで、より k∥の小さなKAWに対応した波がビーム不安

定性により励起される可能性を議論するため、以下では式 (6.18)を簡約化したモデルを考える。

式 (6.18)のA∥eqが含まれる Poisson括弧の項を０とすると、

∂tf1s + ik∥v∥f1s +
es
ms

⟨−ik∥ϕ1 − ∂tA∥1⟩s∂v∥Feq,s

−iky⟨ϕ1 − vzAz1⟩s∂xFeq,s = 0. (6.28)

と書ける。この方程式は式 (6.18)を座標変換 ξ = x, η = y − θ(x)z, ζ = z によって磁気座標 (ξ, η, ζ)
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図 6.12 Ueq = 1vte, α = 100,ϵgk = 0.01, ky = 0.05における静電ポテンシャルエネルギー (|ϕ|2)の片対数グラフ。横軸
が時間 t(L/vti)、縦軸がエネルギーを表す。

に変換して得られる式と対応している。ここで θ(x) = ϵ−1
gk ∂x⟨A∥eq⟩であり、∂x → ∂ξ + z∂xθ∂η, ky →

kη, kz → kζ − θ(x)kyへ対応する。ここで磁気シアの効果が除かれており、磁気シア効果が不安定性

に与える影響をこの結果から評価できる。この式を用いて α = 0.1, kyρi = 1.2, Ueq = 0.5vteのケース

について解析を行ったところジャイロオーダリングに反するような高周波数は現れず、KAWの成長

が見られた。その結果について以下で議論する。

図 (6.15)はポテンシャルエネルギーの時間発展を示す。擾乱のエネルギーは t > 20L/vtiから指数

関数的に時間発展しており、詳しく見ると、20L/vti < t < 40L/vtiと 40L/vti < tでは違う傾きで

あることが確認できる。成長率及び実周波数は前者の場合、ωr = −17.9vti/L, γ = 0.55vti/Lで、後

者の場合 ωr = −14.5vti/L, γ = 0.33vti/L であった。これは ky = 0の場合に見られたKAWの周波

数、成長率の ωr = −11.9vti/L, γ = 0.45vti/L、ならびに一様ビームの場合の結果、ωr = −13.7vti/L,

γhomo(Ue = 0.5vte) = 0.603vti/Lと同程度であり、KAWが励起されたことを示している。成長率は

20L/vti < t < 40L/vtiの区間で ky = 0のケースより大きく、一様の場合より小さい。一方、実周波

数は ky = 0や一様の場合いずれよりも高くなっている。40L/vti < tでは、Ue = 0.4vteの一様ビーム

の場合の γhomo(Ue = 0.4vte) = 0.32vti/Lと同程度である。

図 (6.16)は t = 33L/vtiと t = 54L/vtiにおける ϕの xy平面構造を示す。ky = 0の場合と異なり、
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図 6.13 Ueq = 1vte, α = 100,ϵgk = 0.01における ϕ1,A∥1 の xy平面構造。

波は主に y方向に伝播し、t = 33L/vtiではビームの存在領域で波束が成長していることが確認でき

る。t = 54L/vtiでは全域にわたって波が伝搬しているが、x = ±lxで最も大きな振幅を持っている。

x = ±lxでのビーム速度はUe = 0.4vteであり、t = 33L/vtiと t = 54L/vtiの波の卓越している領域の

ビーム速度と成長率は一様場の場合のものと同じである。

図 (6.17)が示すとおり、t = 33L/vtiの時点で kxのスペクトル分布は kxρi = −0.5でピークを取る。

一方で、t = 54L/vtiでは、−0.7 < kxρi < 0の広い範囲でスペクトルが有限の値を持つ。ky = 0と比

べ、いずれの場合も kx = 0で有限の振幅を持っている点が特徴的である。t = 33L/vtiにおいて、波

数ベクトルは (kxρi, kyρi) = (−0.5,±1.2)の方向に向き、この時の k⊥は k⊥ρi =
√
k2xρ

2
i + k2yρ

2
i = 1.3

である。この y方向を含んだ斜め伝播により、ky = 0の場合よりもより長くビーム速度が速い領域

を伝播できるので成長を続けることができると考えられる。今回用いたパラメータでは、kxが有限

であるため、ky = 0の場合と同じようにエネルギーの成長に周期的な変化が現れる。しかし、kx成

分が支配的ではなく、x方向への位相速度は減少し、変化の周期が長くなっている。また、kx = 0成

分は常に一定の成長率を持つので、エネルギーの成長が波束の位置のビーム速度に応じた指数関数

的な成長の振る舞いを見せていると考えられる。上記の描像は 6.2.3節冒頭で述べた状況、すなわち

ky ̸= 0ではビームが一様な方向 (y方向)に波が伝播するため、ky = 0よりも効率的にビーム不安定

性が励起されるという推論と対応している。

さらに、f1eの xv∥平面構造についても着目すると、図 (6.18)が示す通り、t = 33L/vti, 54L/vtiの
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図 6.14 Ueq = 0.5vte, α = 0.1, ϵgk = 0.01, ky = 1.2における静電ポテンシャルエネルギー (|ϕ|2)の片対数グラフ。横軸
が時間 t(L/vti)、縦軸がエネルギーを表す。

いずれの時点でも、v∥ ∼ −0.25vte周辺に ky = 0の場合と同様の変動成分を持ち、波との共鳴相互作

用を示している。図 (6.16)では波束は±x方向に構造を持つ一方で、図 (6.18)では共鳴構造が x > 0

に集中しているが、これはシミュレーション内で初期擾乱に持たせた kyρi = ±1.2の二つの kyモー

ドから kyρi = +1.2モードのみを抽出しているからであり、kyρi = −1.2モードでは図 (6.16)と xに

関して鏡像対象な構造が現れる。t = 54L/vtiは t = 33L/vtiよりも x方向に関して共鳴する範囲が広

い。これは図 (6.16)で全域で波が成長することと対応する。

ただし、ここで用いた簡約化モデルでは磁気座標に伴う磁気シアにより磁場に沿って k2⊥が増大す

る効果が取り入れられていない。そのため、kyρi ∼ 1でのビーム不安定性の定量的な評価は 3次元磁

気座標を用いたシミュレーションコードでの解析が必要であり、今後の課題として残されている。

6.3 まとめ

本章では、非一様ビーム場で駆動される不安定性について、ジャイロ運動論的シミュレーションを

用いた初期値解析を実施した。その結果、ゆらぎのモード構造によってビーム不安定性の異なる成長
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図 6.15 簡約化モデルを用いたUeq = 0.5vte, α = 0.1, ϵgk = 0.01, ky = 1.2における静電ポテンシャルエネルギー (|ϕ1|2)
の片対数グラフ。横軸が時間 t(L/vti)、縦軸がエネルギーを表す。

パターンを見出した。

リコネクション磁場方向に一様なゆらぎを仮定した場合 (ky = 0)、KAWは k⊥ρi ∼ 1 程度の波長

を持つ波束の形で x方向に伝播し、エネルギーは周期的に振動しつつ成長することが明らかになっ

た。また、エネルギーが急速に成長するタイミングはビーム振幅が高い場所で波束が成長し、ゆる

やかになるタイミングではビーム速度が小さい領域に伝播していることを確認した。また、スペク

トル分布を見ると、成長率が増大するタイミングで高波数成分が卓越し、減衰するタイミングでは

低波数側にピークがシフトすることがわかった。さらに、時間平均した実周波数、成長率は空間平

均したビーム速度 Ūsによって決定されることを示した。ビーム幅が狭くなる (αが大きくなる)ほど

成長率も低下するという結果を Ūsの減少によって説明できる。実際、α = 10, Ueq = 1vteにおいて、

Ūs = 0.128vte < VAであり、シミュレーション結果も安定であった。

リコネクション磁場方向に有限波数を持つ場合 (ky ̸= 0)、k2x ≫ k2yの場合では、x方向に伝播する

波の不安定性が y方向磁場成分の磁気シア効果によって安定化された。またビーム幅が δ ∼ ρi程度

まで局在すると、テアリング不安定性の急激な成長が確認された。この不安定性は、抵抗性磁気リ

コネクションで見られるプラズモイド不安定性に対応するものと考えられる。一方で、k2x ≪ k2yの場
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図 6.16 Ueq = 0.5vte, α = 0.1, ϵgk = 0.01, ky = 1.2における ϕ1 の xy 分布構造。t = 33L/vti(左)と t = 54L/vti(右)
のものをプロットした。

合は、現在のモデルでは反平行磁場成分により、高い k∥を持つ波が成長しており、ジャイロ運動論

オーダリングと整合しない。反平行磁場成分を簡約化したモデルでは、波はビームに沿ってより長い

時間伝播することが可能となる結果が得られたが、磁気座標への座標変換を取り入れたモデルを用

いた解析が必要である。
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図 6.17 Ueq = 0.5vte, α = 0.1, ϵgk = 0.01, ky = 1.2における |ϕ1k|2の kx平面構造。t = 33L/vti(左)と t = 54L/vti(右)
のものをプロットした。

図 6.18 Ueq = 0.5vte, α = 0.1, ϵgk = 0.01, ky = +1.2 における Re[f1e] の xv∥ 平面構造。t = 33L/vti(左) と t =
54L/vti(右)のものをプロットした。
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7 まとめ

強ガイド磁場下での無衝突プラズマ中の磁気リコネクションとそれに関わる微視的不安定性の自発

的励起過程について、ジャイロ運動論に基づく理論解析と数値シミュレーションを用いて研究を行っ

た。その結果、リコネクション電場による加速によりX点上においてAlfvén速度以上の電子ビーム

が自発的に形成され得ることがわかった。ついで系の対称性を用いた理論解析から、X点上の速度

分布関数構造を導出した。また非一様ビーム下においても平均電子ビーム速度がAlfvén速度を超え

ると不安定性によってKAWが励起されうることが明らかになった。さらに非一様ビーム場において

ビーム速度が一様な方向にKAWが伝播すれば指数関数的な成長が期待される。

第 3章では、強ガイド磁場下での無衝突磁気リコネクションのシミュレーションを実施し、リコネ

クション中の電磁場構造と分布関数構造について調べた。初めに電磁場と電流構造の解析を行った。

この時の磁場構造はセパラトリクスがX字型に開き、電流構造はセパラトリクスに沿う形で発達し

た。この時の電流シートの薄さは電子スキン長 (de)程度であり、先行研究で見られた無衝突磁気リコ

ネクションの特徴をよく再現していた。リコネクション電場はX点上で電子を加速し、X点上の速

度分布関数構造の形を保ちながら、磁場に平行方向に加速されることを確認した。またビームの加

速量∆Usは再結合した磁束∆A∥と比例しAlfvén速度を超える電子ビームを自発的に形成する。た

だし、Ftot,sの x方向分布は cusp型形状が発達し、有限の解像度ではビーム構造が分解することが困

難になる。

第４章ではモデル方程式の対称性を示し、磁気リコネクション中の電磁場及び分布関数構造との

対応を調べた。今回用いたモデルでは xy平面のパリティ対称性と xyp∥空間での周期的な対称性が保

存される。xy平面のパリティ対称性によって、p∥座標を用いた場合、X点上のFtot,sの速度空間分布

は不変であることが解析的に導かれ、また v∥座標では∆Usは∆A∥によって決定されることも解析

的に示された。このX点上での速度分布関数構造に関する解析解は、Vlasov-Maxwell方程式、MHD

方程式からは導かれないものであり、ジャイロ運動論を用いたアプローチの有用性を示している。ま

た xyp∥空間の対称性は、原点と四隅のX点の振る舞いを反転させることに対応している。

第５章では、X点近傍で形成される電子ビームによる不安定性について、固有値解析を行った。ジャ

イロ運動論的方程式から、磁場に平行な電子ビームUeがある時の分散関係式を導出し、実周波数と成

長率を求め、波数とビーム速度への依存性について調べた。線形成長率はUe = vte,me/mi = 1/1836
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で k⊥ρi ∼ 2.25でピークを持つ分布をとった。また、ビーム速度に応じる最大成長率を調べ、Ue > VA

で不安定性が励起されることを確認した。すなわち、一様ビームの仮定の下では、Alfvén速度を超

える電子ビームが形成されるとKAWが不安定化され、磁気リコネクションよりも十分高速に成長し

得ることを示した。

第６章では、非一様場でのKAWの不安定性解析を行った。ビーム振幅とビーム幅に対応する二つ

のパラメータ (Ueq,α)で非一様性を制御できるように平衡分布を設定し、初期値解析を用いて擾乱の

時間発展を調べた。リコネクション磁場方向に一様な揺動 (ky = 0)の場合、波束の形を保ちつつ波

が成長し、ビームを横切る方向へ伝播する。擾乱のエネルギーは周期的に振動しつつ成長し、 実周

波数、成長率、スペクトルのピーク値は空間平均したビーム速度 Ūsに依存することを見出した。リ

コネクション磁場方向に有限波数がある (ky ̸= 0)場合、y方向の反平行な移流が加わる。k2x ≫ k2yの

時、有限の kyは磁気シア効果によりビーム不安定性の安定化に働く。一方で強い空間不均一性をも

つビーム (α > 10)においては、電流シートが δ ∼ ρi程度まで局在すると無衝突プラズマ中において

もテアリング型不安定性が発生し得ることが示された、

本研究の課題は次の三つである。非一様場での不安定性解析で使用したモデル式は磁場の平行方

向にジャイロオーダリングに反するほどの高周波成分が含まれ、正確な物理描像の計算が難しくなっ

ている。反平行磁場成分を簡約化したモデルを用いた解析では k2x ≪ k2y の時、波は主に y方向に伝

播しながらビームと相互作用する結果が得られているが、磁気座標への座標変換を取り入れたモデ

ルでさらなる解析が必要である。また、実際の磁気リコネクション構造を平衡量とした不安定性解析

を行い、リコネクション中でKAWが励起されるかどうかを調べる必要もある。そしてその励起が磁

気リコネクションにどのように影響を及ぼすかを調査するために、実空間 3次元、速度空間 1次元の

ジャイロ運動論シミュレーションを行う必要がある。
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A Sweet-Parker モデルのタイムスケール

Sweet-Parkerモデルは密度一様、非圧縮プラズマを仮定している。抵抗性磁気流体方程式におけ

るOhm則は次式の通りである。

E + v ×B = ηJ (A.1)

上式に∇×を作用させ、マクスウェル方程式を用いて書き直すと、誘導方程式が導ける。

∂tB +∇× (v ×B) = η′∇2B, (A.2)

ここで、抵抗率 ηは定数とし、η′ = η/µ0である。µ0は真空の透磁率を表す。定常モデルを仮定して

いるので ∂t = 0であり、左辺第一項は消去でき、最終的に次式のように書ける。

∇× (v ×B) = η′∇2B. (A.3)

y方向に並進対称性を持つ二次元の磁気リコネクションを考える。プラズマの流出方向に x軸、流入

方向に z軸をとる。質量保存の法則より、プラズマ粒子の流入量と流出量は等しいことを用いると次

式が成り立つ。

vzL = vxδ. (A.4)

ここで、Lはリコネクション層の長さ、δは厚さを表す。x方向磁場成分が持つ単位面積あたりの磁気

エネルギーB2
x/2µ0が磁気リコネクションにより x方向の運動エネルギーへと変換されたとすると、

質量をm、数密度を nとして、

nmv2x
2

=
B2

0x

2µ0

, (A.5)

が成り立つ。これらの式を用いて磁気リコネクションのタイムスケールを求める。式 (A.5)を vxに

ついて解くと、
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vx =
B0√
µ0nm

= VA (A.6)

となる。ここで、VAxは x方向磁場強度B0xで与えられるAlfvén速度であり、流出速度は VAxと等

しいことがわかる。式 (A.3)については x成分に着目し、z 方向の変化スケールを δとすることで

∇ ∼ ∂z ∼ 1/δと近似して、

vz =
η′

δ
, (A.7)

が与えられる。式 (A.7)、(A.6)を式 (A.4)に代入し、vzについて解くと、Lunquist数 S = VAxL/η
′

を用いて次の関係式が求められる。

vz =
VA√
S

(A.8)

このモデルにおける磁気リコネクションのタイムスケール TSP ついて考える。式 (A.3)より、ごく

簡単な見積もりとして流入する磁気エネルギーB2
x/2µ0が磁場散逸によって全て散逸すると仮定すれ

ば、外部領域からのエネルギー流入量率がそのまま磁気リコネクション率と等しくなる。ポインティ

ングベクトルの定義は、

H =
1

µ0

E ×B =
B2

x0

µ0

vz

であり、理想磁気流体の凍結条件を用いると外部領域からの y方向の単位長さあたりのエネルギー流

入量Qは Sの z成分に面積 L2をかけて、(y方向の電流シートの長さを Lとしている。)

Q =
vzB

2L2

µ0

(A.9)

で与えられる。これを磁気エネルギーB2
xL

2/2µ0で割ればリコネクション率 T−1
sp が求められ、
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2T−1
SP =

Q

B2
xL

2/2µ0

(A.10)

T−1
SP =

vz
L

=
VA

L
√
S

(A.11)

となる。磁気フラックスの釣り合いからも同じ関係式が得られる。式 (A.11)から分かるように抵抗

率が小さくなると (Sが大きくなるほど)、磁気リコネクション率は低下してしまう。
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